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私立高等学校等奨学給付金支給費について 

                     

１ 事業目的 

  全ての意志ある高校生等が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の教育費負担

を軽減するため、低所得者世帯に対して奨学給付金を支給する。 

 

    

２ 事業日程 

（１）受付期間 

  令和７年７月１日（火）～１１月２０日（木）まで 

※年内に支給を完了させるため、受付期限に関わらず提出書類が揃い次第速やかに提

出してください。 

 

（２）支給スケジュール 

   生徒から学校への受付締切日を各月２０日頃とし、提出された申請書類を１月分ご

とに取りまとめ、翌月１９日までに県に提出してください。 

学校から県への最終提出期限は令和７年１１月２０日（木）とし、修正等があった

場合の再提出期限は令和７年１２月５日（金）とします。 

 

＜第１回目の支払スケジュール（予定）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 配布資料 

（１）高等学校等奨学給付金支給事務実施要領（令和７年度改正（案）見え消し） 

（２）令和７年度申請書様式及び記入例 

（３）奨学給付金申請者一覧作成シートのコード関係注意事項 

6 月 9 日 6 月下旬 7 月１日 7 月 20 日 8 月 19 日 10 月下旬 
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（案） 
令和６７年度 

 

 

 
高等学校等奨学給付金 

支給事務実施要領 

 
【私立高等学校等用】 

 

愛知県私学振興室  

問 い 合 わ せ 先 愛知県県民文化局学事振興課私学振興室 奨学グループ 
住 所 〒４６０－８５０１ 

名古屋市中区三の丸３－１－２ 
電 話 番 号 ０５２－９５４－７４７７（ダイヤルイン） 
フ ァ ク シ ミ リ ０５２－９７１－９８８９ 
Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ shigaku@pref.aichi.lg.jp 
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Ⅰ 制度概要 

奨学給付金は、全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等に在学する生

徒・保護者等の授業料以外の経済的な負担を軽減するために給付金を支給する制度である。 

平成２６年４月１日以降、新たに高等学校等に入学した生徒が対象となり、愛知県が国庫補助を

受けて実施する事業である。 

 

Ⅱ 愛知県実施内容 

１章 対象者の要件 

申請年度の７月１日において、次の（１）～（５）全てを満たす生徒（以下「対象生徒」とい

う。）の保護者等*に支給する。 

＊７月1日において、高等学校等就学支援金（平成２６年度入学生から適用される新制度のもの。

以下「就学支援金」という。）、高等学校等修学支援事業費補助金のうち学び直しへの支援

（以下「学び直し支援金」という。）及び高等学校等修学支援事業費補助金のうち専攻科の生

徒への修学支援（以下「専攻科支援金」という。）の所得確認の対象となる者と同一。原則、

生徒の親権者であり、親権者がいない場合は主として生計を維持する者。 

 

（１）就学支援金、学び直し支援金及び専攻科支援金を受給する資格を有する者のうち、平成２６

年４月１日以降、新たに高等学校等に入学した者（中等教育学校の第４学年への進級を含

む。）。ただし、特別支援学校高等部に在学する者及び特別支援学校の専攻科の生徒を除く。 

① 受給する資格を有する者について 
・就学支援金（新制度）を受給する資格を有する者であること。旧制度が適用される
者、また、７月時点で就学支援金の受給資格がない者は対象外である。 

ア 「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」第二条に定める就学支援金の対象と
なる高等学校等（特別支援学校の高等部を除く。）に在学する者。 

イ 高等学校等を卒業し又は修了していない者 
  ・一旦高等学校等を卒業し、他の専修学校等に再入学する者は対象外となる 
ウ 在学月数を通算し、全日制課程は36月、定時制課程・通信制課程は48月を超えて

いない者 
② 学び直し支援金について 
法律上の就学支援金支給期間である36月（定時制・通信制は48月）の経過後も、都道

府県が卒業までの間（最長2年）、継続して授業料の支援を行うことができるもので、都道
府県に対して国から所要額が補助される。在学月数以外の支給要件は就学支援金の認定と
同一。 
③ 専攻科支援金について 
 就学支援金の対象とならない高等学校等専攻科に通う低所得世帯の生徒に対して授業料
の支援ができるもので、都道府県に対して国から所要額が補助される。 
④ 編入学・再入学者について 
平成２６年度以降に入学し、就学支援金（新制度）が適用される者。 

 
 

（２）保護者等が愛知県内に住所を有する者 

・７月１日において愛知県内に住民票があることをいう。保護者等全員が愛知県内に居住す
るが、住民票は愛知県外である場合は住民票のある都道府県において申請するよう案内す
ること。 

・保護者等の一方が愛知県外に在住する場合、原則として生徒と同居する保護者等（＝申請
者）が愛知県内在住であれば、他県の給付金を申請していないか確認した上で愛知県の給
付金の対象とする。 

 

（３）生徒の世帯が次の①・②・③・④・⑤いずれかに該当する者（③・④については専攻科のみ

対象）。 

① ７月１日において、生徒の属する世帯が、生活保護費のうち「生業扶助」を受けている

こと（以下「生活保護世帯」という。） 
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 ・生活保護世帯であっても、生業扶助を受けていない世帯で保護者等が非課税である場合は

②に該当する 

 ・７月１日において対象生徒が生業扶助を措置されている場合は、世帯の一部の者（兄弟

姉妹等）が保護を受けていない場合であっても、生活保護世帯として扱う。 

② ①に該当する場合を除き、７月１日における保護者等の申請年度の県民税所得割及び市

町村民税所得割が非課税であること（以下「非課税世帯」という。） 

・７月１日より後に生じた理由（保護者等の死亡・離婚等）は考慮しない。 

・海外に在住していたため、所得証明書類を発行することができず、「保護者等全員が非課
税であることが確認できない場合」（就学支援金申請時に提出した『収入状況届出書』の
【２．保護者等の収入の状況について】で、保護者等のうち１人もしくは全員が、「日本
国内に住所を有したことがないなど、個人番号の指定を受けていない場合」または「課税
期日に日本国内に在住していないなど、市町村民税所得割を課されていない場合」に該当
する場合）は、支給をすることができない。 

  ③ ②に該当する場合を除き、７月１日における保護者等の申請年度の県民税所得割及び市町
村民税所得割の合算額が105,500円未満であること（以下「所得割105,500円未満世帯」
という。） 

  ④ ②、③に該当する場合を除き、７月１日における保護者等の申請年度の県民税所得割及び
市町村民税所得割の合算額が264,500円未満であり、扶養する子が３人以上いること（以
下「所得割264,500円未満であり扶養する子が３人以上世帯」という） 
※扶養する子が３人以上いるとは市町村民税に係る生計維持者の扶養する子の数が３人以
上であり、かつ生徒が生計維持者に扶養されていることをいう 

③⑤ ①、②、③、④に該当する場合を除き、失職、倒産その他特別な事情により家計が急

変し、申請年度の収入見込額が県民税及び市町村民税所得割額が非課税である世帯に相当

すると認められる世帯であること（以下「家計急変世帯」という。） 

   

（４）生徒又は保護者等が児童福祉法による見学旅行費又は特別育成費（児童養護施設等に入所

する者、または里親の養育を受けている者が対象）の給付を受けていない者 

ただし、母子生活支援施設に入所する者は給付金を受けることができる 

・児童養護施設等に入所していても措置費が措置されていない生徒は対象となる。申請があ
れば本人に確認をした上、支給すること。また、施設長名による見学旅行費等を措置され
ていない旨の証明書（任意様式による。）が提出された場合も支給可能。 

 

（５）生徒又は保護者等が他の都道府県が実施する奨学給付金や、他の県が併給を禁じる給付金

等を受給していない者 

・保護者等の一方が他県に在住する場合、その都道府県の給付金を受給していないか確認の上
支給対象とする。 

 
● ７月１日における休学者等の取扱 

対象生徒が７月１日時点において休学中である場合は支給しないが、申請年度の１１月末までに

復学した上で申請があった場合は支給対象とする。 

なお、この取扱はあくまで基準日において（１）～（５）全ての要件を満たす者が、やむを得な

い理由により休学等をした場合のものであり、復学等の後に要件を満たした場合は支給対象とはな

らない。 
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２章 年間支給額、支給回数及び受領方法 

（１）対象生徒一人あたりの年間支給額 

対象生徒が在学する課程、公私の別、世帯区分に応じ、次の全額を支給する。 

なお、非課税世帯で、対象生徒が通信制課程又は専攻科に在学する場合、当該対象生徒に係

る支給額は一律となる。 

課程 公私区分 
生活保護世帯 

基準額１ 

非課税世帯 所得割

105,500円

未満世帯 

基準額３ 

所得割

264,500円

未満であり

扶養する子

が３人以上

世帯 

基準額４ 

基準額２ 加算額 

通信制・

専攻科 

以外 

国公立 32,300円 122,100 143,700円 
21,600円 

（加算後 143,700円） 

  

私立 52,600円 142,600 152,000円 
9,400円 

（加算後 152,000円） 

  

通信制 
国公立 32,300円 50,500円 

  

私立 52,600円 52,100円 
  

専攻科 
国公立  50,500円 10,100円 10,100円 

私立  52,100円 10,420円 10,420円 

① 生活保護世帯 

対象生徒一人につき、「基準額１」を支給する。 

② 非課税世帯 

対象生徒一人につき、「基準額２」を支給する。 
 ③ 非課税世帯のうち、７月１日時点で対象生徒以外に保護者等が次の(1)・(2)いずれかに該当

する者（以下「加算要件に該当する家族」という）を扶養している世帯 

(1) 高等学校等に在学する者で、当該生徒の兄弟姉妹であり、加算額を申請していない者 

(2) 高等学校等に在学していない者で、当該生徒の兄弟姉妹であり、７月１日における年齢

が15歳（中学生を除く。）以上23歳未満の者 
対象生徒一人につき、「基準額２」に「加算額」を加えた額を支給する。 

   ・対象生徒が通信制課程又は専攻科に在学する非課税世帯の生徒である場合、当該生徒に係
る給付金の支給額は世帯状況に関わらず一律となるため、世帯状況の確認を要しない。 

 ③ 所得割105,500円未満世帯 
   対象生徒一人につき、「基準額３」を支給する。 
 ④ 所得割264,500円未満であり扶養する子が３人以上世帯 
   対象生徒一人につき、「基準額４」を支給する。 

 

（２）支給回数 

① 年間の支給回数 

  支給は対象生徒一人につき、年１回とする。 

② 支給回数の上限 

対象生徒毎に支給した回数を合計し、全日制３回、定時制・通信制４回、専攻科２回（専

攻科の定める修業年限が１年の場合は１回）を上限とする。ただし学び直し支援金の補助対

象となる者に対してはこの回数に加えて最大で２回まで支給することができる。 

なお、原級留置となり同じ学年を重ねて履修する場合も支給することができる。 

また、原則として７月1日において就学支援金の受給資格がない場合は、給付回数の上限

未満であっても支給しない（学び直し支援金又は専攻科支援金の受給資格者である場合を除

く。）。 
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（３）給付金の支給方法 

県（私立は私学振興室）から申請者名義の預金口座への振替により支給する。 

 

（４）学校による代理受領 

   申請者から奨学給付金の受給権を学校設置者（又は学校長）に委任する旨の委任状の提出が

あった場合、学校は申請者に代わって奨学給付金を受領することができる。 

 なお、学校は代理受領した奨学給付金を授業料以外の教育に必要な経費と相殺することが

できる。 
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３章 申請書類 

以下、高等学校等就学支援金申請時の「収入状況届出書」（７～６月分）を新たに７月に就学支
援金の認定申請を行う者は、受給資格認定申請書（７～６月分）と読み替えて適用すること。 
また、学び直し支援金の受給資格を有する者からの申請を行う者は、「就学支援金」を「学び直

し支援金」と、専攻科支援金の受給資格を有する者からの申請を行う者は、「就学支援金」を「専
攻科支援金」と読み替えて適用すること。 
 

給付金の申請を希望する生徒の保護者等へは、生徒が在学する学校から「愛知県の高等学校等奨

学給付金の申し込みを希望する方へ」、「家計急変世帯等への奨学給付金制度のご案内」及び「申請

様式」を配付の上、学校で申請書・所得証明書類等の取りまとめをしてください。なお、この他に

事務処理上、必要と認められる書類（申請しない旨の確認書等）があれば、学校判断で提出を求め

ることも可能です。 

 

（１）申請者から学校へ提出する書類 

全
員 

提
出 

ａ 高等学校等奨学給付金支給申請書（様式第１）、振込先口座の通帳写し 
ｂ 所得証明書類 

加
算
額
申
請
者

の
み 

ｃ 高等学校等奨学給付金加算支給申請書（様式第２） 
ｄ 扶養誓約書（様式７－１） 
ｅ 第２子加算要件に該当する家族が 23 歳以上かつ高等学校等に在学していれば在学証

明書 
  （23歳未満の高校生等は在学証明の提出は不要） 

基
準
額
４
を

申
請
す
る
者

の
み 

c 扶養親族申告書（様式１０） 

（２） 学校から県へ提出する書類 
Ａ 内定状況報告書 
Ｂ 給付金申請者一覧 
Ｃ 申請者から学校へ提出する書類 

 

（１）申請者から学校へ提出する書類 

申請区分により次の申請書及び所得証明書類が必要。対象生徒一名ごとに作成を要する。 

 

申請（世帯）区分 申請書 所得証明書類 備考 

① 

（生活保護世帯） 

「基準額１」 

 

ａ申請書 

…様式第１ 

ｂ「生業扶助」が支給されてい

ることが記載された「生活保護

受給証明書」等で、７月１日以

降に発行されたもの 

ｂに「生業扶助」が支給さ

れていることが記載されて

いない場合は、発行元にお

いて記入を求めること。 

ｂに生徒と保護者等の氏名

が記載されていない場合

は、記載されたものを再提

出すること。 

② 

（非課税世帯） 

「基準額２」 

 

ｂ保護者等全員分の、申請年度

の県民税所得割及び市町村民税

所得割が確認できる書類 

（「課税証明書」等） 

ｂは『収入状況届出書』と

ともに添付されている場合

又は保護者等全員のマイナ

ンバーを提供する場合は、

提出を省略できる。 

 

③ 

（非課税世帯のう

ち、加算要件に該当

する家族がいる世

帯） 

「基準額２+加算額」 

※対象生徒が通信制

課程又は専攻科に在

ａ申請書 

…様式第１ 

ｃ第２子加算

申請書 

…様式第２ 

 

ｂ保護者等全員分の、県民税所

得割及び市町村民税所得割が確

認できる書類（「課税証明書」

等） 

ｄ扶養誓約書（様式７－１） 

ｅ加算要件に該当する家族が23

歳以上かつ高等学校等に在学し

ていれば在学証明書 

ｂは『収入状況届出書』と

ともに添付している場合又

は保護者等全員のマイナン

バーを提供する場合は、提

出を省略できる。 

 

ｅは23歳未満の高校生等は

提出不要 
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学する場合は対象外 

③ 

（所得割105,500円

未満世帯） 

「基準額３」 

 ｂ保護者等全員分の、申請年度

の県民税所得割及び市町村民税

所得割が確認できる書類 

（「課税証明書」等） 

ｂは『収入状況届出書』と

ともに添付されている場合

又は保護者等全員のマイナ

ンバーを提供する場合は、

提出を省略できる。 

 

④ 

（所得割264,500円

未満であり扶養する

子が３人以上世帯） 

「基準額４」 

 ｂ保護者等全員分の、申請年度

の県民税所得割及び市町村民税

所得割が確認できる書類 

（「課税証明書」等） 

c扶養親族申告書 

ｂは『収入状況届出書』と

ともに添付されている場合

又は保護者等全員のマイナ

ンバーを提供する場合は、

提出を省略できる。 

 

 

証明書は全て申請年度のものであり、特に「写し」や「コピー」等の記載がないものは原本の

提出を要する。全世帯、申請書に振込先口座の通帳写しを添付すること。 

 

① 生活保護世帯「基準額１」 

 

ａ 申請書（様式第１。申請者全員が提出）、振込先口座の通帳写し（申請者全員が提出） 

ｂ 所得証明書類 

「生活保護受給証明書」（７月１日以降に発行されたもの） 

課税証明書等ではなく、社会福祉事務所等が発行する「生業扶助が支給されていること

が記載された生活保護受給証明書」を添付し、申請をすること。 
なお、「生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による生業扶助（高

等学校等就学費）受給証明書」により申請することもできるものとする。 
社会福祉事務所等が発行する生活保護受給証明書に「生業扶助」を受給していることが

記載されていない場合は、受給の有無を申請者へ確認の上で発行元において証明してもら

うよう指導すること。 
なお、世帯の一部の者（兄弟姉妹など）が保護を受けていない場合、または生業扶助を

措置されていない場合であっても、７月１日において対象生徒が生業扶助を措置されてい

る場合は、生活保護世帯として扱う。 

誤って非課税証明書で申請され、「基準額２」（非課税世帯の基準額）を支給した後に生

業扶助を受給していることが判明した場合は、原則全額の返納を要する（ただし、判明後

に生活保護世帯としての申請に応じた場合は差額のみの返納で可）。 
 

② 非課税世帯「基準額２」 

 

ａ 申請書（様式第１。申請者全員が提出）、振込先口座の通帳写し（申請者全員が提出） 

ｂ 所得証明書類 

申請年度の県民税所得割及び市町村民税所得割が確認できる書類「課税証明書」、「住

民税特別徴収税額決定通知書のコピー」、「住民税の納税通知書のコピー」等。ただし、

生活保護受給証明書を除く） 

県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税であることが確認できるもので、７月１日

時点で就学支援金の所得確認の対象となる保護者等全員分の証明書が必要。 
原則として就学支援金受給資格者であり、『収入状況届出書』とともに所得に関する書類

を提出し、給付金申請書の同意欄にチェックがされている場合は、申請者からの証明書類

の提出を不要とする。 
なお、生活保護世帯であるが生業扶助が措置されておらず、７月１日時点の保護者等全員

が非課税である場合は、非課税世帯に該当する（加算要件に該当する家族がいる場合は加

算額の支給対象となる）。生活保護受給証明書の提出を受けた上で生業扶助が措置されてい

ないことが確認された場合は、原則非課税である証明書が必要である。 
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また、就学支援金の申請時に保護者等全員のマイナンバーがすでに提出されており、所得

確認のために提出されたマイナンバーを利用することについて給付金申請書の同意欄に

チェックがされている場合も、申請者からの証明書類の提出を不要とする。 

 ・就学支援金の手続においてすでにマイナンバーを提出している場合であっても、情報照
会の結果でエラーが発生した申請者については、給付金においてもエラーが発生する可能
性が高いことから、就学支援金で情報照会が成功した申請者のみ、マイナンバーの提出に
代えることができる。該当者については、別途、愛知県から学校単位で情報提供する。 

 
 《非課税世帯の所得証明書類の扱いについて》 
第２四半期（６～７月頃）において『収入状況届出書』を提出しており、添付された当該

年度の所得に関する書類により必要事項が確認できる場合は、申請書で就学支援金の証明
書類を給付金の申請に使用することに同意をすることで、所得証明書類の提出を不要とす
る。 
就学支援金申請時の『収入状況届出書』の添付書類で確認する場合、保護者等の一方がも

う一方の保護者等の証明書により控除対象配偶者であることが確認でき、所得に関する証
明書の提出を求めない取扱をしていたとしても、本事業では控除対象配偶者の所得に関す
る証明書が必要となる。 
なお、親権者が前年に海外に在住していたなどの理由で保護者等全員の所得証明書類が提

出できない場合は奨学給付金の給付を認めない（『収入状況届出書』「２ 保護者等の収入
の状況について」で、保護者等のうち１人もしくは全員が、「日本国内に住所を有したこと
がないなど、個人番号の指定を受けていない場合」または「課税期日に日本国内に在住し
ていないなど、市町村民税所得割を課されていない場合」に該当する場合）。 
『収入状況届出書』を提出していない者、また生活保護受給証明書により就学支援金を申

請した者、また、給付金申請書において所得に関する書類の確認に同意しなかった者は、
新たに保護者等全員の所得証明書類の提出を必要とする。 
また、『収入状況届出書』の提出から７月１日までの間に保護者等の離婚・再婚・死亡等

の異動があり、保護者等が変更していることが判明した場合は、就学支援金の保護者等の
変更の届出の提出を求めた上で、変更の届出に添付された所得証明書類により所得を確認
する。 
就学支援金の申請時に保護者等全員のマイナンバーがすでに提出されている場合は、所得

確認のために提出されたマイナンバーを利用することについて同意することで、所得証明
書類の提出を不要とする。 

 

   ③ 非課税世帯のうち、第２子加算要件に該当する世帯「基準額２＋第２子加算額」 

 

ａ 申請書（様式第１。申請者全員が提出）、振込先口座の通帳写し（申請者全員が提出） 

ｂ 所得証明書類 

申請年度の県民税所得割及び市町村民税所得割が確認できる書類（「課税証明書」、「住民

税特別徴収税額決定通知書のコピー」、「住民税の納税通知書のコピー」等。ただし、生活

保護受給証明書を除く） 

保護者等全員の県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税であることが確認できるもの。 
②非課税世帯の申請と同様に、給付金申請書の同意欄にチェックがされている場合は、申

請者からの証明書類の提出を不要とする。 
なお、対象生徒が非課税世帯で通信制課程又は専攻科に在学する場合は、世帯状況に関わ

らず支給額が一律であるため、加算申請は不要。 

 

ｃ 加算申請書（様式第２。第２子加算額を申請する場合に必要） 

ｄ 扶養誓約書（様式７－１） 

ｅ 加算対象となる家族の高等学校等在学証明書 

加算対象となる家族が23歳以上かつ高等学校等に在学していれば在学証明書の提出を

要する。23歳未満の高校生等は在学証明の提出は不要。 

 

※給付金対象外の学校 

（次の学校に在学する家族は、加算要件の「高等学校等に在学する者」）に含まない。） 

・特別支援学校高等部及び特別支援学校専攻科 

・就学支援金対象外である各種学校や外国人学校 
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※高等学校等就学支援金制度の対象として指定した外国人学校等の一覧

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/1307345.htm 

 

加算要件に該当する家族が当該生徒の兄弟姉妹であり、７月１日における年齢が15歳

（中学生を除く。）以上23歳未満の者に該当する場合は、生年月日により支給要件が確認

できるため、在学証明書の提出は求めず、扶養誓約書（様式７－１）による扶養の確認の

みで加算支給を認定する。 

 

※ｃ・ｄ・ｅは「加算額」の申請をする場合に提出すること。 

加算申請書等が提出されない場合、また「基準額２」を満たすが、書類不備により扶養の確

認ができない場合など、学校の設定した期日内に不備が是正されなければ「基準額２」のみ

を支給すること。 

一旦「基準額２」のみを支給した後で書類の訂正等に応じた場合、「加算額」のみを追給す

ることは可能。 

「基準額２」を支給された者が、後日「加算額」のみを申請する場合は、加算申請書に加

えて不備となった証明書類を再提出すること（ａ「申請書」の再提出は不要）。 

提出書類の提出例は次のとおり。 

・扶養誓約書（様式７－１）が提出されていない場合 

…ｃ「加算申請書」及びｄ「扶養誓約書（様式７－１）」 

・加算要件に該当する兄姉の在学証明書が提出されていない場合 

…ｃ「加算申請書」及びｅ「加算対象となる家族の高等学校等在学証明書」 

 

③ 所得割105,500円未満世帯「基準額３」 

 

ａ 申請書（様式第１。申請者全員が提出）、振込先口座の通帳写し（申請者全員が提出） 

ｂ 所得証明書類 

申請年度の県民税所得割及び市町村民税所得割が確認できる書類（「課税証明書」、「住民

税特別徴収税額決定通知書のコピー」、「住民税の納税通知書のコピー」等。ただし、生活

保護受給証明書を除く） 

保護者等全員の県民税所得割及び市町村民税所得割の合算額が105,500円未満であるこ

とが確認できるもの。 
②非課税世帯の申請と同様に、給付金申請書の同意欄にチェックがされている場合は、申

請者からの証明書類の提出を不要とする。 
 

③ 所得割264,500円未満であり扶養する子が３人以上世帯「基準額４」 

 

ａ 申請書（様式第１。申請者全員が提出）、振込先口座の通帳写し（申請者全員が提出） 

ｂ 所得証明書類 

申請年度の県民税所得割及び市町村民税所得割が確認できる書類（「課税証明書」、「住民

税特別徴収税額決定通知書のコピー」、「住民税の納税通知書のコピー」等。ただし、生活

保護受給証明書を除く） 

保護者等全員の県民税所得割及び市町村民税所得割の合算額が264,500円未満であるこ

とが確認できるもの。 
②非課税世帯の申請と同様に、給付金申請書の同意欄にチェックがされている場合は、申

請者からの証明書類の提出を不要とする。 
 

ｃ 扶養親族申告書 

生計維持者全員の当該年度の市町村民税における扶養親族数の合計（配偶者を除く扶養 

親族の合計※）と扶養親族申告書（様式１０）に記載されている扶養する子の数の合計を
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比較し小さい方の数が３以上であるか確認する。 

 

   なお、市町村民税の扶養親族に反映されない新たに生まれた子等がいる場合には、以下の書

類で当該市町村民税の扶養判定基準日の翌日（１月１日）以降に出生等があったか確認を行

う。 

 

新たに生まれた子等 証明書類 

生計維持者の実子 出生証明書、母子手帳、戸籍抄本 等、子の出生日及び生計

維持者の氏名が記載されたもの 

生計維持者に委託された里子 里親委託証明書等、委託開始日及び生計維持者の氏名が記

載されたもの 

生計維持者と特別養子縁組をし

た特別養子 

特別養子縁組の確定証明書、戸籍抄本等、縁組した日及び

生計維持者の氏名が記載されたもの 

 

   

（２）学校から県へ提出する書類 
Ａ 内定状況報告書  …月毎の審査状況を報告 
Ｂ 給付金申請者一覧 …月毎の支給対象者を報告 
   ※一覧表シートの、申請者全員のＢ列（年度）～Ｉ列（番地・建物名等）の情報を、

Ａ４縦に印刷して提出する。 

Ｃ 申請者から学校へ提出する書類 
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４章 申請、審査、申請者への支給 

（１）申請者から学校への申請 

申請者は７月１日時点の保護者等であり、対象生徒一人につき、生徒が在学する学校へ申請す

る。 

給付金の申請を希望する生徒の保護者等は、所得証明書類により「１ 対象者の要件」を満た

すことを確認の上、対象生徒が在学する学校に対し３（１）の給付金の申請書類等を提出する。

所得証明書類について、就学支援金の収入状況届出書等と共に提出されている場合は、提出は省

略できる。 

「基準額２」支給済の者で「第２子加算額」の申請に不備があった場合、または申請を忘れて

いた場合、学校の申請受付期間内であれば「第２子加算額」のみを追加申請することもできる。 

 

（２）申請受付期間 

７月から１１月までのうち、各学校が指定する日までとする。 

各学校が定める締切日までに提出された申請を「当初の申請」とする。 

 

各学校が定めた締切日以降で１１月までに各学校に提出された申請については「随時の申請」

として取り扱う。なお、随時の申請を認めるかどうかは学校判断とする。 

 

（３）学校における審査 

各学校において給付金申請書類により書類審査を行うとともに、所得証明書類により所得審査

を行う。所得証明書類について、就学支援金の収入状況届出書等と共に提出されている場合は、

提出は省略できる。 

審査は、「Ⅲ 奨学給付金 要件審査及び対応等」を参照にして行うものとする。 

申請（世帯）区分ごとに、支給要件を満たす者は支給対象者とし、要件を満たさない者は対象

外として決定する。書類不備の者は、対象外として決定するのではなく一旦、差し戻し扱いとし

て、学校の定める期日までに是正されなければ申請がなかったものとして取扱う（不備事由が

「第２子加算額」の審査に係る必要事項のみに該当するのであれば「基準額２」のみの支給対象

者として決定することは可能である。）。 

 

（４）支給、学校から県への書類等の提出等 

① 当初の申請 

申請状況に基づいて、およそ申請の２～３ヶ月後を目途に支給する。ただし、確約するも

のではないため、申請者に対し「保護者等への案内文書等」で支給時期を明記しないように

注意すること（やむを得ず案内しなければならないような場合には、前年度は何月頃に支給

した、という言い方にとどめておくこと。） 

支給対象者に対しては決定通知書を発行し、不支給の決定者に対しては、不支給決定通知

書を交付する。 
 

② 随時の申請 

当初の申請に間に合わなかった者（申請がなかった、書類不備等）のその後の申請に対し

ては柔軟に対応すること。ただし、遅くとも提出期限は１１月までとし、申請の失念や遅れ

が生じないよう周知徹底を図ること。 
また、「基準額２」を支給済である者の「第２子加算額」分の追給も同様の取扱いとする。 
 
 
 
 

  

随時の申請で、１２月以降に申請がある場合（予定も含む。）には、早急に私学振興室へ連

絡すること。 
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５章 家計急変世帯に対する給付金の取扱い 

 

高等学校等奨学給付金制度においては、申請年度の前年の所得に基づく課税情報により支給要件

の確認を行っているが、失職、倒産その他特別な事情により家計が急変し、急変後の収入状況が申

請年度の課税情報に反映される前に緊急に支援の必要がある場合には、家計急変後の収入の見込み

により要件を満たすことが確認されれば支援対象とする。 

 

１．対象者 

 次の①、②の要件に該当する者が、家計急変に係る支援の対象者となる。 

  
①家計急変の事由 

  保護者等が下表の左欄に掲げる「事由」に該当し、右欄に掲げる証明書類を提出できる場合、

家計急変に係る申請を行うことができる。 

 事由 証明書類 

失職 (「非自発的失業」の場

合に限る。) 

下記のいずれか 

・雇用保険受給資格者証 

・雇用保険被保険者離職票 

・退職証明書等及び事情書（様式５－３） 

（公務員等で上記２点のいずれも取得できない事情がある場合

に限る） 

破産・廃業（不法行為に起因

する経営悪化等によらない場

合に限る） 

下記のいずれか 

・廃業等届出 

・破産手続開始決定通知書等 

負傷、疾病による休職・休業 

下記のいずれも必要 

・医師による診断書 

・休職及び休業中であることを証明する書類 

震災、火災、風水害等の被災 罹災証明書 

新型コロナウイルス感染症の

影響による収入の減少 

下記のいずれも必要 

・新型コロナウイルス感染症の影響による収入の減少があった者

を支援対象として、国、地方公共団体またはその他の公的機関

（独立行政法人、認可法人、特殊法人またはそれらに類するも

の）が実施する公的支援の受給証明書、またはこれに類するも

のと認められる公的証明書等 

※公的支援の受給証明書、またはこれに類するものと認められる

公的証明書を提出できない特段の事情がある場合は、「公的支

援の証明書を提出できない場合の事情書」（様式５－４）を提

出する。 

・公的支援が振り込まれたことが確認できる通帳の写し 

・家計急変の発生した月とその前月の給与明細又は会計帳簿（家

計急変前後の収入の比較ができるもの） 

 

【公的支援の例】 

・新型コロナウイルス感染症特別貸付 

・小規模事業者経営改善資金（新型コロナウイルス対策マル経融

資） 

・生活衛生新型コロナウイルス感染症特別貸付 

・生活衛生改善貸付（新型コロナウイルス対策衛経） 
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・新型コロナウイルス感染症に係る衛生環境激変対策特別貸付 

・小規模企業共済の特例緊急経営安定貸付 

・小学校休業等対応支援金（委託を受ける個人向け） 

・新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金 

・持続化給付金 

・家賃支援給付金 

・月次支援金 

（留意点） 

 ア 下記の事由については、家計急変による支援の対象とはならない。 

  a 定年退職等の非自発的失業（別表１）に該当しない離職 

  b 死亡・離婚・失踪・事故 

 イ 「非自発的失業」とは、雇用保険受給資格者証（雇用保険被保険者離職票）において、別表

１に該当する場合をいう。 

  

別表１ 

離職理由コード 離職理由 

１１（１Ａ） 解雇（３年以上更新された非正規社員で雇止め通知なしを含む） 

１２（１Ｂ） 天災等の理由により事業の継続が不可能になったことによる解雇 

２１（２Ａ） 

雇い止めによる解雇（期間の定めのある雇用契約（１年未満）を３年

以上繰り返し、事業主側の事情によって契約満了、又は雇い止めと

なったために離職したとき） 

２２（２Ｂ） 倒産・退職勧奨・法令違反等の正当な理由のある自己都合退職 

２３（２Ｃ） 

期間の定めのある労働契約の期間が終了し、かつ、労働契約の更新が

ないことにより離職した者（その者が更新を希望したにもかかわら

ず、更新できなかった場合） 

３１（３Ａ） 事業主からの働きかけによる正当な理由のある自己都合退職 

３２（３Ｂ） 事業所移転等に伴う正当な理由のある自己都合退職 

３３（３Ｃ） 正当な理由のある自己都合退職（被保険者期間１２カ月以上） 

３４（３Ｄ） 正当な理由のある自己都合退職（被保険者期間１２カ月未満） 

 

   

なお、離職理由コードは、以下により確認ができる。 

 

雇用保険受給資格者証の見本 

1．支  給  番  号 2．氏      名 
  

3．被 保 険 者 番 号 4.性別 5．離職時年齢 6．生年月日 7.求職番号 
     

8.住  所  又  は  居  所 
 

9.支払方法(記号(口座)番号‐金融機関名‐支店名) 
  

10.資格取得年月日 11.離職年月日 12.離職理由 
   

13.60 歳到達時賃金日額 14.離職時賃金日額 15.給付制限 
    

16.求職申込年月日 17.認定日 18.受給期間満了年月日 

14

資料６



   

 

   
19.基本手当日額 20.所定給付日数 21.通算被保険者期間 

   
22.離   職   前   事   業   所   名 

 
23.再就職手当支給歴 24.特殊表示（災害時、一括、巡相、市町村） 

  
 

②収入の基準額 
  保護者等全員の収入見込額を算定し、これが収入基準額を満たすことが必要となる。収入基準
額は、世帯構成に応じて下表に定める額とする。 

 

世帯構成 収入額 

単身世帯 1,000,000円未満 

寡婦（寡夫）・ひとり親 2,042,857円未満 

２人世帯 1,700,000円未満 

３人世帯 2,216,000 円未満 

４人世帯 2,716,000 円未満 

５人世帯 3,216,000 円未満 

６人世帯 3,704,000 円未満 

７人世帯 4,140,000 円未満 

８人世帯 4,576,000 円未満 
※世帯構成とは 

 本人と控除対象配偶者、本人の扶養する親族の合計人数のこと。 

※収入とは 

 給与収入の場合＝給与所得控除前の給与・賞与の合計額（いわゆる額面給与） 

事業収入の場合＝（売上・雑収入等の合計額）－（仕入・経費の合計額） 

（例１）父が生計維持者であって、母、対象生徒、弟を父が扶養している場合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例２）父と母の共働きであって、対象生徒と弟を父が扶養している場合 
 

 

 

父 母 

対象生徒 弟 

（父の控除対象配偶者） 

（父の被扶養者） （父の被扶養者） 

父 ⇒ ４人世帯（基準額＝2,716,000円） 

父 母 父 ⇒ ３人世帯（基準額＝2,216,000円） 
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２．年収見込額の算定方法 

（１）申請する年の前年の１月１日以降に収入が減少した場合（傷病による休職・休業を含む） 
 申請する年の前年の１月1日以降に収入が減少している場合のみ家計急変事由として認め、
収入見込額を推計する。 

 ① 会社作成の給与見込み（様式６－１）を提出した場合（給与収入） 

   ⇒給与支払（見込）額を収入見込額とする。 

 ② 給与明細を提出する場合（給与収入） 

   ⇒直近３カ月の給与明細書により平均収入月額を算定し、収入見込額を推計する。 

    年間収入見込み額＝３か月の平均収入月額×１２カ月 

 ③ 税理士又は公認会計士の作成した証明書類（様式６－２）を提出する場合（事業収入） 

    ⇒証明書類に記載の合計所得額を収入見込額とする。 

 ④ 帳簿等を提出する場合（事業収入） 

    ⇒直近３カ月の帳簿等により平均収入月額を算定し、収入見込額を推計する。 

事業収入金額＝（売上＋雑収入等）－（仕入＋経費） 
    収入見込額＝３か月の平均事業収入金額×１２カ月 

 

（２）申請する年の前年の１月１日以降に失職・廃業した場合 
申請する年の前年の１月1日以降に失職・廃業した場合のみ家計急変事由として認め、直近３カ

月の平均収入月額から年間収入見込み額を推計する。 

  失職・廃業した月までの収入月額 

⇒給与明細書に記載の収入月額とする。 
  失職・廃業した月以降の収入月額 

⇒０円とみなす。 
  失職・廃業後に再就職している場合の収入 

⇒給与明細書に記載の収入月額とする。 
 

（例）６月１日失職、９月1日再就職、失職前の給与月額50万円、再就職後の給与月額20万円、
３人世帯の場合（年収330万円） 

                   ↓失職          ↓再就職 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 
50万円 50万円 50万円 50万円 50万円 0万円 0万円 0万円 20万円 20万円 20万円 20万円 

 

 

 

申請時期 必要書類 収入認定 認定結果 

① 
７月に申請

した場合 

給与明細書（４・５月） 

雇用保険被保険者離職票 
(50+50+0)／３×12＝400万円 × 

② 
９月に申請

した場合 

雇用保険被保険者離職票 

※給与明細書等は不要 
(0+0+0)／３×12＝0円 〇 

① ③ 
② 

母 ⇒ 単身世帯（基準額：1,000,000円） 

※父・母がともに基準額未満である必要がある。 
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③ 
１１月に申

請した場合 

給与明細書（９・10月） 

雇用保険被保険者離職票 
(0+20+20)／３×12＝160万円 〇 

 

（３）申請する年の前年の１月１日以降に破産等した場合 
 申請する年の前年の１月1日以降に破産等が決定した場合のみ家計急変事由として認め、年間
収入見込額は0円とする。ただし、破産等が決定した日以降に就職等による収入がある場合は、失
職・廃業の場合と同様に直近３カ月の平均収入月額等からから収入見込額を推計する。 

          

３．世帯構成、扶養親族の年齢・人数の確認 

 収入基準額は世帯構成により異なることから、所得確認者の世帯構成を確認するために扶養誓

約書（家計急変申請用）（様式７－２）の提出を求める。同時に、第２子加算の対象となる扶養親

族がいる場合は扶養誓約書（家計急変申請用）（様式７－２）により事実確認を行ったうえで、加

算認定を行う。 

 

４．家計急変の発生時点の確認 

 家計急変世帯への支給額は、「５．支給額、支給回数及び受領方法」にあるとおり、家計急変の

発生した時点により決定される。発生時点は、保護者等により申告させるものとするが、申告した

月において実際に家計急変が発生しているかを、以下のとおり確認する。 

 ① 家計急変の発生事由が失職・廃業又は破産の場合 

   家計急変の発生事由の証明書である雇用保険受給資格者証、雇用保険被保険者離職票又は廃

業等届出、破産手続開始決定通知書等に記載されている失職・廃業した月又は破産手続を開

始した月が申告されていることを確認する。 

 ② 家計急変の発生事由が負傷、疾病による休職・休業の場合 

   家計急変の発生事由の証明書である休職及び休業中であることを証明する書類に記載されて

いる「休職等した日」が申告されていることを確認する。また、休職又は休業の理由が、診

断書等と整合できるものであるか確認する。 

 ③ 家計急変の発生事由が震災、火災、風水害等の被災の場合 

   家計急変の発生事由の証明書である罹災証明書に記載されている罹災原因の発生月が申告さ

れていることを確認する。 

 ④ 上記以外の場合 

   収入の状況を証明する書類として提出された会社作成の給与見込み若しくは税理士又は公認

会計士の作成した収入証明書類等に家計急変発生月が記載されていることを確認する。 

 

５．支給額、支給回数及び受領方法 

（１）対象生徒一人あたりの年間支給額 

対象生徒が在学する課程、公私の別、世帯区分に応じ、次の単価をもとに支給する。 

 なお、家計急変が７月２日以降である場合は、家計急変があった月の翌月（家計急変が

あった日が１日である場合は、家計急変があった月。）以降の月数に応じて算定した額を支

給する。ただし、新型コロナウイルスを原因とする急変については、収入の減少した月の

翌月以降の月数に応じて算定した額を支給する。 

課程 公私区分 

家計急変世帯 

所得割

105,500円

未満世帯 

基準額３ 

所得割

264,500円

未満であり

扶養する子

が３人以上

世帯 

基準額４ 

基準額（年額） 加算額（年額） 

通信制・ 国公立 122,100 143,700円 
21,600円 

（加算後 143,700円） 
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専攻科 

以外 
私立 142,600 152,000円 

9,400円 
（加算後 152,000円） 

  

通信制 
国公立 50,500円 

  

私立 52,100円 
  

専攻科 
国公立 50,500円 10,100円 10,100円 

私立 52,100円 10,420円 10,420円 

 

①家計急変が７月１日以前である場合 

 →年額を支給する。 

（例１）全日制課程の高校生（第１子）のいる世帯において、４月２日に家計が急変し、７

月15日に申請した場合 

⇒支給額＝142,600 152,000円 

 
 

②家計急変が７月２日以降である場合 

 →家計急変の発生した月の翌月（家計急変があった日が１日である場合は、家計急変が

あった月）以降の月数に応じて算定した額を支給する。 

（例２）全日制課程の高校生（第１子）のいる世帯において、７月２日に家計が急変し、9

月15日に申請した場合 

⇒支給額＝ 142,600 152,000円 × 8/12月   ＝95,066 101,333円  

 

※給付額の算定において、端数が生じた場合は、小数点以下を切り捨てることとする。 

 

（２）支給回数 

① 年間の支給回数 

  支給は対象生徒一人につき、年１回とする。 

② 支給回数の上限 

対象生徒毎に支給した回数を合計し、全日制３回、定時制・通信制４回、専攻科２回（専

攻科の定める修業年限が１年の場合は１回）を上限とする。ただし学び直し支援金の補助対

象となる者に対してはこの回数に加えて最大で２回まで支給することができる。 

なお、原級留置となり同じ学年を重ねて履修する場合も支給することができる。 

また、原則として７月１日において就学支援金の受給資格がない場合は、給付回数の上限

未満であっても支給しない（学び直し支援金又は専攻科支援金の受給資格者である場合を除

く。）。 

 

（３）給付金の支給方法 

県（私立は私学振興室）から申請者名義の預金口座への振替により支給する。 

 

（４）学校による代理受領 

   申請者から奨学給付金の受給権を学校設置者（又は学校長）に委任する旨の委任状の提出が

あった場合、学校は申請者に代わって奨学給付金を受領することができる。 

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

家計急変 申請

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

家計急変 申請
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   なお、学校は代理受領した奨学給付金を授業料以外の教育に必要な経費と相殺することがで

きる。  

 

６．申請書類 

 

（１）申請者から学校へ提出する書類 

全
員 

提
出 

ａ 高等学校等奨学給付金（家計急変）支給申請書（様式第１）、振込先口座の通帳写し 
ｂ 家計状況申告書（様式５－１～２） 
ｃ 家計急変の発生事由を証明する書類 
ｄ 家計急変の発生時期を証明する書類（省略できる場合あり） 
ｅ 家計急変前及び家計急変後の収入を証明する書類 
ｆ 扶養誓約書（家計急変申請用）（様式７－２） 

加
算
額
申
請

者
の
み
提
出 

ｇ 高等学校等奨学給付金加算支給申請書（様式第２） 
ｈ 第２子加算要件に該当する家族が 23 歳以上かつ高等学校等に在学していれば在学証

明書 
  （23歳未満の高校生等は在学証明の提出は不要） 

基
準
額
４
を

申
請
す
る
者

の
み 

g 扶養親族申告書（様式１０） 

（２） 学校から県へ提出する書類 
Ａ 内定状況報告書 
Ｂ 給付金申請者一覧 
Ｃ 申請者から学校へ提出する書類 

 

（１）申請者から学校へ提出する書類 

次の申請書及び証明書類が必要。対象生徒一名ごとに作成を要する。 

証明書は全て申請年度のものであり、特に「写し」や「コピー」等の記載がないものは原本の

提出を要する。 

 
ａ 高等学校等奨学給付金支給申請書（様式第１－１（その２））、振込先口座の通帳写し 

全世帯、申請書に振込先口座の通帳写しを添付すること。 
ｂ 家計状況申告書（様式第５－１～２） 
  申告書に記載の内容によりｃ～ｅの提出書類が異なる。 
ｃ 家計急変の発生事由を証明する書類 
  申告書【２．家計急変事由】で〇を記入した証明書類（コピー可）を添付すること。 
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ｄ 家計急変の発生時期を証明する書類 
ｅ 家計急変前及び家計急変後の収入を証明する書類 
  申告書【３．収入の状況（家計急変発生月・収入証明書類）】で〇を記入した証明書類（給与
明細書又は会計帳簿の場合はコピー可）を添付すること。なお、すべての申請者が、家計急変前
の収入を証明する書類として、申請年度の県民税所得割及び市町村民税所得割が確認できる書類
（「課税証明書」、「住民税特別徴収税額決定通知書のコピー」、「住民税の納税通知書のコピー」
等。）を提出する。 

 
 

ｆ 扶養誓約書（家計急変申請用）（様式７－２） 

世帯構成の人数を把握するために、扶養親族全員（控除対象配偶者と扶養する親族全員）

について記載すること。 

ｇ 第２子加算申請書（様式第２、第２子加算額を申請する場合に必要） 

ｈ 第２子加算対象となる家族の高等学校等在学証明書 

加算対象となる家族が23歳以上かつ高等学校等に在学していれば在学証明書の提出を要す

る。23歳未満の高校生等は在学証明の提出は不要。 

ｇ 扶養親族申告書（様式１０、基準額４を申請する場合に必要） 

 

（２）学校から県へ提出する書類 
Ａ 内定状況報告書（家計急変）  …審査状況を報告 
Ｂ 給付金申請者一覧（家計急変） …支給対象者を報告 
   ※一覧表シートの、申請者全員のＢ列（年度）～Ｉ列（番地・建物名等）の情報を、

Ａ４縦に印刷して提出する。 

Ｃ 申請者から学校へ提出する書類 

 

７．申請、審査、申請者への支給 

（１）申請者から学校への申請 
申請者は家計急変が発生した月の翌月１日時点の保護者等であり、対象生徒一人につき、生徒

が在学する学校へ申請する。 
給付金の申請を希望する生徒の保護者等は、「６．申請書類」により「１．対象者」の要件を

満たすことを確認の上、対象生徒が在学する学校に対し申請書類等を提出する。 
「基準額２」支給済の者で「第２子加算額」の申請に不備があった場合、または申請を忘れて

いた場合、学校の申請受付期間内であれば「第２子加算額」のみを追加申請することもできる。 
 

（２）申請受付期間 
７月から１１月までのうち、各学校が指定する日までとする。 
各学校が定める締切日までに提出された申請を「当初の申請」とする。 
各学校が定めた締切日以降で１１月までに各学校に提出された申請については「随時の申請」

として取り扱う。なお、随時の申請を認めるかどうかは学校判断とする。 
 

（３）学校における審査 
審査は、「Ⅲ 奨学給付金 要件審査及び対応等」を参照にして行うものとする。 
申請（世帯）区分ごとに、支給要件を満たす者は支給対象者とし、要件を満たさない者は対象

外として決定する。書類不備の者は、対象外として決定するのではなく一旦、差し戻し扱いとし
て、学校の定める期日までに是正されなければ申請がなかったものとして取扱う（不備事由が
「第２子加算額」の審査に係る必要事項のみに該当するのであれば「基準額２」のみの支給対象
者として決定することは可能である。）。 
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（４）支給、学校から県への書類等の提出等 

① 当初の申請 

申請状況に基づいて、およそ申請の２～３ヶ月後を目途に支給する。ただし、確約するも

のではないため、申請者に対し「保護者等への案内文書等」で支給時期を明記しないように

注意すること（やむを得ず案内しなければならないような場合には、前年度は何月頃に支給

した、という言い方にとどめておくこと。） 

支給対象者に対しては決定通知書を発行し、不支給の決定者に対しては、不支給決定通知

書を交付する。 

② 随時の申請 
１１月までの申請に間に合わなかった者（申請がなかった、書類不備等）のその後の申請

に対しては柔軟に対応すること。申請の失念や遅れが生じないよう周知徹底を図ること。 
また、「基準額２」を支給済である者の「第２子加算額」分の追給も同様の取扱いとする。 
 
 
 

 

  

随時の申請で、１２月以降に申請がある場合（予定も含む。）には、早急に私学振興室へ連

絡すること。 
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６章 基準日より後に子等の出生等により所得割264,500円未満であり扶養する子が

３人以上世帯となった場合の取扱い 
 

申請年度の７月１日より後に、子等の出生等により所得割264,500円未満であり扶養する子が３

人以上世帯となった場合、支援対象とする。 

 

１．対象者 

申請年度の７月１日より後に、子等の出生等により保護者等の申請年度の県民税所得割及び

市町村民税所得割の合算額が264,500円未満であり、扶養する子が３人以上となる世帯。 

 

２．支給額、支給回数及び受領方法 

（１）対象生徒一人あたりの年間支給額 

  基準額４に子等の出生等があった月の翌月（子等の出生等があった日が１日である場合は、子

等の出生等があった月。）以降の月数に応じて算定した額を支給する。 

 

（例）専攻科に通う生徒がいる世帯において、７月２日に子等の出生等があり、9月15日に

申請した場合 

⇒支給額＝ 10,420円 × 8/12月   ＝ 6,946円  

 

※給付額の算定において、端数が生じた場合は、小数点以下を切り捨てることとする。 

 

（２）支給回数 

  ２章（２）と同様とする。 

 

（３）給付金の支給方法 

  ２章（３）と同様とする。 

 

（４）学校による代理受領 

  ２章（４）と同様とする。 

 

３．申請書類 

 ３章と同様とする。 

 

４．申請、審査、申請者への支給 

 ４章と同様とする。  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

子等の出生等 申請
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６７章 着用を義務づけられている制服が災害等により喪失・毀損した場合の加算支

給 

（１）対象者の要件 

対象生徒が着用を義務付けられている制服が災害等により喪失・毀損し、再度、制服の購入が

必要である場合については、次のいずれかに該当するときは、当該災害等につき１回に限り、

２章（１）に定める額または、５章５（１）に定める額または６章２（１）に定める額に、（２）

の額を加算して支給する。ただし、本県以外の都道府県が２章または、５章または６章の支給

を行った場合で、申請時点で保護者等が県内に住所を有する場合は、当該加算額のみ支給する

ことができる。 

 

・災害等の発生が基準日以前である場合にあっては、基準日において当該生徒が１章（３）②

または、５章１または６章１に定める要件に該当する世帯 

・災害等の発生が基準日の翌日以降である場合にあっては、申請のあった月の翌月（災害等が

発生した日が申請のあった月の１日の場合は、申請のあった月）の１日現在で、当該生徒が１

章（３）②または、５章１または６章１に定める要件に該当する世帯 

 

（２）支給額 

当該災害等につき１回に限り、１人当たり81,000円を加算して支給することができる。 

 

（３）添付書類 

・制服が喪失・毀損したことを証する書類・・・罹災証明書等 

・再度制服の購入が必要であることを証する書類・・・高等学校等による証明書（様式９）等 

 

（４）申請受付期間 

４章（２）と同様とする。 

 

（５）支給時期 

４章（４）の支払時期と同様とする。 
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７８章 給付金を申請した生徒に転退学等の異動があった場合の取り扱い 

（１）支給額 

７月１日に在学する学校の状況で支給額を決定する。７月１日時点でどこの学校にも在学して

いない者には支給しない。また７月１日より前・後の異動は考慮しない。 

 

（２）事務の所管 

７月１日に在学する学校が愛知県内の学校であれば、７月１日時点で在学する学校において事

務を行う。 

 
（３）具体例 

① ７月１日より前に異動した場合 

 転学・転籍の場合、７月１日に在籍する学校の状況で認定し、支給する。 
 ７月１日時点で学校に在籍しない場合は支給しない。 

② ７月１日に学校に在籍し、７月１日より後に異動した場合 

７月１日に在籍する学校の状況で認定し、支給する。年額が異なる課程へ異動した場合で

も追給・返納は要しない。また支給前・支給手続き中に退学した場合でも返納を要しない

（支給後に休学した者、単位制の学校において全科目の学習を中断した者についても同様。） 
③ ７月１日に学校等に在籍せず、７月１日より後に入学した場合 

 支給しない。 
 
 

８９章 支給要件を満たさない者等に支給した場合の取り扱い 

（１）支給要件を満たさない者が支給を受けた場合 

全額の返納を要する。 
加算額のみ支給要件を満たさない場合は、加算額のみ返納とする。 

（２）生活保護世帯の者が、基準額２（及び加算額）の支給を受けた場合 

原則として全額の返納を要するが、事実が判明した後に、各学校の最終提出期日までに正しい

申請書類が提出された場合に限り、基準額１との差額のみの返納とする。 
（３）基準額２（及び加算額）対象者に基準額１を支給した場合 

  申請書等の訂正を行い、必要書類を確認した上で差額を追給する。 
 
 なお、過支給が生じたことを知り得た場合、学校は県へ速やかに報告すること。 
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Ⅲ 奨学給付金 要件審査及び対応等 

 
以下、高等学校等就学支援金申請時の「収入状況届出書」（７～６月分）を新たに７月に就学支援金の認定申請を

行う者については、受給資格認定申請書（７～６月分）と読み替えて適用すること。 
また、学び直し支援金の受給資格を有する者からの申請を行う者については、「就学支援金」を「学び直し支援金」

と、専攻科支援金の受給資格を有する者からの申請を行う者については、「就学支援金」を「専攻科支援金」と読み
替えの上適用すること。 

 

【共通事項】 

・本申請書は公文書であるため、いわゆる「消えるボールペン」（フリクション等）を使用しない

よう徹底すること。また、当然のことながら学校においても使用しないこと。使用した場合は、

新しい様式を交付して書き直しを指示すること。消えるボールペンを使用した箇所を消しゴム等

で消し、上から書き直すことは一切認めないこととする（一般のボールペンと比べ色の薄いイン

クである。使用が疑われる場合は、支障のない箇所を消しゴム等で擦り、確認すること）。 

 

・訂正の際は、「不正受給防止、過大給付防止に関する同意欄」、「就学支援金の所得証明書類の使

用に関する同意欄」、「生活保護（生業扶助）受給状況欄」を除き、証明書類や申請者への口頭確

認により正しい内容が確認できる場合には、学校担当者による見え消し訂正を可とする（訂正印

は不要）。 

修正ペン・修正テープの使用は不可。修正ペン等を使用した場合は新しい様式を交付し、書き直

しを指示すること。 

 

・証明書類は、特に「コピー」「写し」等の記載がない限り、当年度に発行されたものの原本を提

出すること。 

 

・支給要件を満たすか学校において判断ができない場合は、私学振興室奨学グループへ確認するこ

と。 

  連絡先：052-954-7477（ダイヤルイン） 

 

 

１章 生活保護世帯「基準額１」、非課税世帯「基準額２」、所得割105,500円未満世

帯「基準額３」及び所得割264,500円未満であり扶養する子が３人以上世帯「基

準額４」の審査（共通） 

 
（１）～（３）の全てを満たす者を支給対象として決定すること 

 

（１） 就学支援金の受給資格・在籍の確認…①～②を全て満たしていることを確認 

① 生徒が就学支援金の受給資格を有する者であること 

＊ 授業料無償化対象者（平成２５年度以前入学生）は対象外 
＊ ７月時点の受給資格がない場合、学び直し支援金の受給資格がなければ対象外 

② 生徒が７月１日時点で在学していること 

＊ ６月末に転退学し、７月１日で在学していない者は対象外（問い合わせがあれば７月

１日時点の在学校で申請するよう指示） 
 

（２） 申請書の確認…①～⑤を全て満たしていることを確認。 

   また、不正受給防止、過大給付防止に関する同意欄、及び就学支援金の所得証明書類の使

用に関する同意欄にチェックがされていることを確認。チェックがされていない場合は、

保護者等へ確認し、該当する箇所にチェックを入れてもらう。 

   また、振込先口座の通帳の写しが添付されているか確認。添付されていない場合は提出を

求める。 

  ① 申請書（様式１）は申請内容にあったものを使用していること 
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＊ 通常の申請（マイナンバーによる申請を含む。）の場合は様式１－１（その１）、家計

急変世帯の申請の場合は様式１－１（その２）により申請すること。 
② 申請者は対象生徒の保護者等であること（『収入状況届出書』により確認） 

＊ 『収入状況届出書』「２保護者等の収入の状況について」で、保護者等のうち１人も

しくは全員が、「日本国内に住所を有したことがないなど、個人番号の指定を受けて

いない場合」または「課税期日に日本国内に在住していないなど、市町村民税所得

割を課されていない場合」に該当する場合は、対象外 
＊ 署名は７月１日時点の保護者等によること（個人情報の目的外利用に関する同意を兼

ねるため、死亡の場合を除き、署名がない者については就学支援金の証明書類を使

用することができない）。また、申請者は申請時点における保護者等のうち、７月１

日時点の保護者等とすること。 
＊ 『収入状況届出書』に記載された保護者等ではない場合、生徒・保護者等に７月１日

時点の保護者等を確認。７月１日までに保護者等の異動（離婚・再婚・死亡等）が

あった場合は就学支援金の保護者等の変更の届出（手続き詳細は就学支援金の説明

文書等で確認すること）をするよう指導し、提出後に給付金の申請書等を審査する

こと。 
＊ 申請時に７月１日時点の保護者等の一名が死亡している場合は、存命の保護者等を申

請者とする。この場合、死亡した保護者等については所得確認のみを行うが、署名

欄の記入は不要。 
＊ 申請時に７月１日時点の保護者等の全員が死亡している場合は、７月１日時点の保護

者等で所得確認を行った上で、生徒を申請者として申請するよう指示。 
    →保護者等が別居している場合は、生徒と生計を同じくする（同居する）保護者等が申請

者であるか 
    →振込先口座が申請者名義の口座であることを確認 

＊ 申請者ではない保護者等やその他の者が記載されている場合は差し戻して、申請者名義の口座への

訂正を指示。申請者ではない保護者等の口座への振込を希望される場合は、申請者・保護者等署名

欄の訂正を指示。 
    →申請者が外国籍である場合、氏名は口座名義と一致していることを確認 
      ＊ 一致していない場合は口頭で申請者と口座名義人が同一人であることを確認した上で、申請者氏名

の余白に口座名義人氏名と同じ氏名を担当が付記し、口座名義人氏名を申請者氏名として扱うこと。 
 ③ ７月１日時点で申請者以外の保護者等がいる場合、当該保護者等の署名があること（『収

入状況届出書』により確認） 

＊ 『収入状況届出書』「２保護者等の収入の状況について」で、保護者等のうち１人も

しくは全員が、「日本国内に住所を有したことがないなど、個人番号の指定を受けて

いない場合」または「課税期日に日本国内に在住していないなど、市町村民税所得

割を課されていない場合」に該当する場合は、対象外 
＊ 署名は７月１日時点の保護者等によること（死亡の場合を除き、署名がない場合は就

学支援金の証明書類を使用することができない）。また、申請者は申請時点における

保護者等である者のうち、７月１日時点の保護者等であること。 
＊ 『収入状況届出書』に記載された保護者等ではない者が署名をしている、または署名

自体がない場合、生徒・保護者等に７月１日時点の保護者等を確認する。署名漏れ

の場合は差し戻すこと。７月１日までに保護者等の異動（離婚・再婚・死亡等）が

あった場合は就学支援金の保護者等の変更の届出をするよう指導し、提出後に給付

金の申請書等を審査すること。 
＊ 申請時に７月１日時点の保護者等の一名が死亡している場合は、存命の保護者等を申

請者とする。この場合、死亡した保護者等については所得確認のみを行うが、署名

欄の記入は不要。 
④ ７月１日時点の保護者等の住民票上の住所が愛知県内であること 

＊ 保護者等の申請書又は所得証明書類のいずれかの住所が愛知県外である場合は、住民

票を提出させ、７月１日時点の住所を確認 
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・保護者等全員
．．

の住民票上の住所が県外 
 →７月１日時点で県外に住所がある場合は対象外とし、住民票のある都道府県へ申請す

るよう指導 
・保護者等のうち一名の住民票上の住所が県外 
→申請者（生徒と同居し、生計を同じくする保護者等）の７月１日時点の住所が愛知県

内であれば対象とする。 
⑤ 受給回数が全日制は３回、定時制・通信制は４回、専攻科に在学する場合は２回（専 

攻科の定める修業年限が１年の場合は１回）未満であること 

  全日制３回以上、定時制・通信制４回以上、専攻科に在学する場合は２回（専攻科の

定める修業年限が１年の場合は１回）以上である場合、７月１日において学び直しへ

の支援の受給資格を有する者でなければ対象外 

⑥ 申請書の「生活保護（生業扶助）受給状況」欄が記入されていること 
・空欄→不備、差し戻し。生活保護受給証明書が提出されている場合を除き

．．
、学校での口

頭確認による記入は認めない 
・受給している→生活保護受給証明書類を確認（（３）①へ） 

    ・受給していない→所得証明書類を確認 
（非課税世帯、所得割105,500円未満世帯及び所得割264,500円未満であり扶養する子

が３人以上世帯は（３）②、家計急変世帯は（３）③へ） 
 

（３） 所得証明書類の確認 

① （生活保護世帯「基準額１」）の場合 

a 申請年度の７月以降に発行された生活保護受給証明書（生業扶助が措置されていること

が確認できるもの）が提出されていることを確認 

＊ 非課税証明書のみが提出されている場合は、差し戻し 
  ｂ 生活保護のうち、生業扶助が支給されていることを確認 

＊ 社会福祉事務所の発行した証明書に「生業扶助」の記載がない場合 

保護者等へ社会福祉事務所等で生業扶助の受給確認をしたかどうかを口頭確認し、

差し戻しの上、社会福祉事務所等で生業扶助が支給されていることを証明しても

らうよう指導すること。別紙様式「生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第

３６条の規定による生業扶助（高等学校等就学費）受給証明書」により証明して

もらうことも可とする。 

＊ 生業扶助が支給されていないことが社会福祉事務所の発行した証明書で確認できた

場合は、非課税世帯に該当し、「基準額２」を支給できる。 

  ｃ 生活保護受給証明書に生徒の氏名が記載されていることを確認 

   ＊ 世帯の一部の者（保護者等・兄弟など）が保護を受けていない場合、または生業扶助

を措置されていない場合であっても、７月１日において対象生徒が生業扶助を措置され

ている場合は、生活保護世帯として扱う。 

② （非課税世帯「基準額２」、所得割105,500円未満世帯「基準額３」及び所得割264,500

円未満であり扶養する子が３人以上世帯「基準額４」）の場合 

a 保護者等全員の所得証明書類が提出されていることを確認 

＊ 就学支援金の申請時に保護者等全員のマイナンバーが提出されている場合で、所得確

認のためにマイナンバーを利用することに同意している場合は、所得証明書類の提出は

不要である。 

b  就学支援金の所得証明書類の使用に関する同意欄の「同意する」にチェックがあること

を確認 

（どちらにもチェックがされていない場合は、保護者等へ口頭確認し同意が得られれば可） 

＊ マイナンバーの提出を所得証明書類の提出に代える場合は、就学支援金の申請時に提

出したマイナンバーの使用に関する同意欄の「同意する」にチェックがあることを確認

する。 

c 申請書に申請者（保護者等）の署名があることを確認した上で、『収入状況届出書』が
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提出されており、保護者等全員分の証明書類が提出されていることを確認。 

＊ 『収入状況届出書』が提出されていない場合は、保護者等全員の申請年度の所得証明

書類の提出を要する。 

＊ 保護者等が前年または当年に海外に在住していたなどの理由で全員の所得証明書類が

提出できない場合（『収入状況届出書』「２保護者等の収入の状況について」で、保護者

等のうち１人もしくは全員が、「日本国内に住所を有したことがないなど、個人番号の指

定を受けていない場合」または「課税期日に日本国内に在住していないなど、市町村民

税所得割を課されていない場合」に該当する場合）は、奨学給付金の対象外となる。 

＊ 保護者等の一名が控除対象配偶者であり、就学支援金の申請時に所得証明書類の提出

を省略していたとしても、本事業では控除対象配偶者の所得に関する証明書が必要とな

る。 

＊ 申請書等の氏名と証明書の氏名が異なる場合（外国籍の場合や、離婚・再婚により改

姓している場合）は、口頭で同一人であることの確認が取れれば可。特段、改姓したこ

とを証明する書類等の提出を要しない（証明書写しの余白に「○月○日離婚により改姓」

「申請書は通称名、本人確認済」等、担当者以外が書類を確認した際に判別できる程度

のメモをしておく） 

  d 就学支援金の所得証明書類の使用に関する同意欄の「同意しない」にチェックがある場

合には、保護者等全員の申請年度の所得証明書類が提出されていることを確認。 

＊ 提出されていない場合は不備。証明書の提出を求める。 
e 保護者等全員の申請年度の県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税であることを確認 

   →全員が非課税でなければ各区分の所得基準を満たさなければ、支給対象外として決定す

る。 

＊ 給付金申請期限内に保護者等が県民税及び市町村民税の修正申告を行い、その結果

「非課税」となり、再度給付金の申請を行った場合は、７月１日における給付要件を満

たしていることが確認できれば、一旦対象外と決定していたとしても「支給対象」とし

て決定しても差し支えない。 

※支給対象外となった保護者等へ学校から修正申告の案内をする必要はありません。 

③ （家計急変世帯「基準額２」）の場合 

a 家計状況申告書が提出されていることを確認 

b  就学支援金の所得証明書類の使用に関する同意欄の「同意する」にチェックがあること

を確認 

（どちらにもチェックがされていない場合は、保護者等へ口頭確認し同意が得られれば可） 

c 申請書に申請者（保護者等）の署名があることを確認した上で、『収入状況届出書』が

提出されており、保護者等全員分の証明書類が提出されていることを確認。 

＊ 『収入状況届出書』が提出されていない場合は、保護者等全員の申請年度の所得証明

書類の提出を要する。 

＊ 保護者等が前年または当年に海外に在住していたなどの理由で全員の所得証明書類が

提出できない場合（『収入状況届出書』「２保護者等の収入の状況について」で、保護者

等のうち１人もしくは全員が、「日本国内に住所を有したことがないなど、個人番号の指

定を受けていない場合」または「課税期日に日本国内に在住していないなど、市町村民

税所得割を課されていない場合」に該当する場合）は、奨学給付金の対象外となる。 

＊ 保護者等の一名が控除対象配偶者であり、就学支援金の申請時に所得証明書類の提出

を省略していたとしても、本事業では控除対象配偶者の所得に関する証明書が必要とな

る。 

＊ 申請書等の氏名と証明書の氏名が異なる場合（外国籍の場合や、離婚・再婚により改

姓している場合）は、口頭で同一人であることの確認が取れれば可。特段、改姓したこ

とを証明する書類等の提出を要しない（証明書写しの余白に「○月○日離婚により改姓」

「申請書は通称名、本人確認済」等、担当者以外が書類を確認した際に判別できる程度

のメモをしておく） 

  d 就学支援金の所得証明書類の使用に関する同意欄の「同意しない」にチェックがある場
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合には、保護者等全員の申請年度の所得証明書類が提出されていることを確認。 

 e 申請者の家計急変の発生事由により、必要となる「家計急変の発生事由を証明する書類」、

「家計急変の発生時期を証明する書類」、「家計急変の発生後の収入を証明する書類」、「扶

養親族の人数・年齢の確認できる書類」が提出されていることを確認。 

＊ 提出されていない場合は不備。証明書の提出を求める。 
f 保護者等全員が、世帯構成に応じて定める収入額未満の収入額であることを確認 

   →全員が収入額未満でなければ支給対象外として決定する。 

＊ 収入の推計が困難である場合は、内定者に含めて県に提出して差し支えない。この場

合、申請者に申請を認められたものと誤認されないよう注意すること。 
 

（４） 振込先口座の通帳写しの確認 

  ① 不要な余白が切り取られ、折りたたまずに台紙に貼り付けてあることを確認。ただし、

Ａ４用紙にコピーされており、用紙右上に申請者氏名、対象生徒氏名、在学校名がボール

ペン等で書いてあれば、台紙に貼り付けてなくても可とする。 

  ② 金融機関名、支店名、支店番号、口座名義人、口座種類、口座番号が確認できるものであ

ること。原則、表紙ではなく、最初の見開きページの写しを添付すること。 

  ③ ネット銀行の口座等、通帳のない口座を振込先に指定する場合は、キャッシュカードのコ

ピー等、通帳以外で金融機関名、支店名、支店番号、口座名義人、口座種類、口座番号が

確認できるものの写しを添付すること。 

 

２章 非課税世帯・家計急変世帯のうち、第２子加算要件に該当する家族がいる世帯

の「加算額」の審査 
（１）～（４）の全て満たす者を支給対象として決定すること。 

 

「基準額２」を申請した者のみ対象。通信制課程・専攻科に在学する生徒は対象外のため審

査不要。不備がある場合、または対象外の場合は、「基準額２」のみを支給すること。不備、

または申請忘れの場合、「基準額２」の支給後、最終締め切りまでに追加書類等が提出され

た場合は、学校判断で受付し「加算額」のみ追加で支給する。 

 

（１） 基準額の審査状況を確認 

・「基準額１」対象→対象外 
・「基準額２」対象→加算申請書の確認 

 

（２） 加算申請書の確認…①②全てを満たしていることを確認。 

 ① 申請者（保護者等）の署名があることを確認 

   また、不正受給防止、過大給付防止に関する同意欄、及び就学支援金の所得証明書類の使

用に関する同意欄にチェックがされていることを確認。チェックがされていない場合は、

保護者等へ口頭で確認し、該当する箇所にチェックを入れてもらう。 

② 加算要件に該当する家族の記載欄の確認 

次の(1)・(2)いずれかに該当する者が記載されていることを確認。 

(1) 高等学校等に在学する者で、当該生徒の兄弟姉妹であり、加算額を申請していない

者 

(2) 高等学校等に在学していない者で、当該生徒の兄弟姉妹であり、７月１日における

年齢が15歳（中学生を除く。）以上23歳未満の者 

＊ １名以上該当する者が確認できれば他の者で不備があっても不備扱いとしない。該当

しない者は対象外として除外する（余白に「対象外」とメモをしておくこと） 

 

(1) 高等学校等に在学する者が記載されていた場合 

→23歳以上の場合は在学証明書の提出を求める。対象生徒と同一の高等学校等に在学し

ている場合は、学校で加算申請していないか確認する。対象生徒と異なる高等学校等に
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在学している場合は私学振興室で加算申請を確認する。通信制又は専攻科に在学してい

る場合は、加算支給がないため、審査使用欄の通・専の欄に○を記入し、加算申請の有

無の確認は必要ない。 

次に（３）により保護者等が扶養している者であることを確認する。 

(2) 高等学校等に在学していない者が記載されていた場合 

→生年月日が平成１３年７月３日以降平成２１年７月２日以前の兄弟姉妹であることを確

認する。 

次に（３）により保護者等が扶養している者であることを確認する。 

 

＊ (1)・(2)に該当する者がいない場合は、不備として差し戻す。 

（他に該当する者がいないことが確認できている場合は、加算支給対象外として決定） 

 

（３） 加算要件に該当する家族（（２）(1)・(2)のいずれかに該当する者で、対象外として除外

した者を除く。以下同じ。）の扶養誓約書（様式７－１）の確認…①②全てを満たしている

ことを確認。 

① 加算要件に該当する家族のうち、扶養誓約書（様式７－１または様式７－２）に記載さ

れていることを確認 

② 扶養誓約書（様式７－１または様式７－２）と加算要件に該当する家族の氏名・生年月

日を突合する。 

※厳密には扶養誓約書（様式７－１または様式７－２）では兄弟姉妹であることは確認で

きないが、申請者、対象生徒、加算要件に該当する兄弟姉妹の名前及び生年月日から事実

が推測できれば兄弟姉妹とみなす。 

→扶養誓約書（様式７－１または様式７－２）に記載されている扶養親族の氏名が、加算

要件に該当する家族と一致する場合は、「加算額」の支給対象として決定し、審査使用欄

の扶養誓約書欄に○を記入する。 

 
（４） 所得証明書類を確認（扶養誓約書（様式７－１または様式７－２）で保護者等が扶養する者である

ことを確認できない場合） 

① 保護者等のいずれかの所得証明書の扶養親族欄に、加算要件に該当する家族の氏名又

は人数が表示されていることを確認 

  →所得証明書類に記載されている扶養親族の氏名が、加算要件に該当する家族と一致

する場合は、「加算額」の支給対象として決定し、審査使用欄の課税証明書欄に○を記

入する。 

→所得証明書類に扶養親族の人数が表示されている場合は、②を確認する。 

  ② ①で扶養親族の人数のみが表示されている場合、保護者等のいずれかの所得証明書類

の扶養親族欄の、「特定扶養」「その他扶養」「１６歳未満扶養」欄の人数の合計と、申請

書に記入してある加算要件に該当する家族の人数とを比較して、加算要件に該当する家

族がいることを確認する。 

→所得証明書類上の扶養親族数（対象生徒分を除く）が加算申請書に記入してある人数を

上回っていれば、加算額の支給対象として決定し、審査使用欄の課税証明書欄に○を

記入する。 

     ＊ 扶養親族の人数が加算申請書の記入と一致していなくても、対象生徒以外に加算申

請書に記載された家族が１名以上いることを推定できれば可とする。 
③ 上記①②でも扶養が確認できない場合（扶養親族数が省略されている証明書、非課税

であることを証明する」旨の文言のみが記載されている証明書及び扶養親族欄が「＊」

と表示されている証明書等）については、扶養親族が確認できる課税証明書、源泉徴収

票や確定申告書の控え等の提出を求め、それらについて①②の審査を行う。 
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番号 文書名 様式 交付要綱

1 高等学校等奨学給付金支給申請書 様式１－１（その１） 様式１

2 高等学校等奨学給付金（家計急変）支給申請書 様式１－１（その２） 様式１

3 高等学校等奨学給付金口座振替申請書 様式１－２ 様式１

4 個人番号カード（写）等貼付台紙・本人確認書類貼付台紙 様式３－１～２

5 生業扶助受給証明書 様式４

家計状況申告書 様式５－１～２

雇用保険受給資格者証を提出できない場合の事情書 様式５－３

公的支援の証明書を提出できない場合の事情書 様式５－４

7 給与支払（見込）証明書 様式６－１

8 事業所得（見込）証明書 様式６－２

9 扶養誓約書（家計急変申請用） 様式７

10 （受給権）委任状 様式８

11 制服の再購入に係る誓約書 様式９

12 扶養親族申告書 様式１０

様式（例）一覧

6
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様式１－１（その１）

愛知県知事殿 令和　７　年　７　月　１　日

セイ メイ

姓 名

〒 4 6 0 ‐ 8 5 0 1

0 9 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0

注：申請年度の7月1日時点において、生徒の親権者などで、就学支援金、学び直し支援金又は専攻科支援金を申請する際に所得確認の対象となる者を指します。

セイ メイ

姓 名

2 1 年 0 4 月 0 2 日

0 7 年 0 4 月 0 1 日 1 回

私の世帯は生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による生業扶助を

□受給しています　☑受給していません

（申請者は記入しないこと）

※学校使用欄 ※県使用欄

審査結果

□生活保護世帯

□非課税世帯（全・定）

□非課税世帯（通・専）

□所得割105,500円未満世帯（専）

□所得割264,500円未満多子世帯（専）

□対象外

アイチ ハナコ

花子

生活保護受給状況
（７月１日時点）

記入上
の注意

１　申請日の属する年度の7月1日現在の状況で記入してください。
２　該当する□にレ点をつけてください。
３　※欄は記入しないでください。

在学校名 　○○高等学校

課程名
☑全日制　□定時制　□通信制　□専攻科
□その他

翼

添付
資料

１　基準額１を申請する世帯　　　　生業扶助を受給中であることを証明する生活保護受給証明書
２　基準額２～４を申請する世帯　上記生徒の保護者等全員の県民税所得割及び市町村民税所得割が確認できる書類又は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保護者等全員の個人番号の確認できる書類
３　基準額４を申請する世帯　　　　２に加えて、扶養親族申告書（様式１０）

　上記生徒が令和６年７月１日時点で、　　　　　　　　　立　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校

　　　　　　　　　課程に在学することを証明します。

　また、上記生徒は令和６年７月１日時点で就学支援金・学び直し支援金・専攻科支援金の受給資格を有してお
ります。

　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校長　氏名

入学年月日・学年
□平成

☑令和
第

学年
（年次）

上記生徒について、過去に
奨学給付金を受給した回数 0

高等学校等奨学給付金の受給資格審査のために、愛知県が申請年度の7月1日時点における保護者等の県民税情報及び市町村民税情報について、下記生徒が高等学校等就
学支援金の支給に関する法律（以下、「法」という）第4条又は法第17条に基づき都道府県又は市町村若しくは高等学校等(以下、「県等」という)へ提出した受給資格認定申請書又
は収入状況届出書及び所得に関する書類(当該生徒が学び直し支援金又は専攻科支援金を受給する場合は、受給資格確認のために提出した書類。また、書類の提出に代えて
県等が市町村民税情報の確認を行うことについて同意された方は、市町村から県等へ提供された市町村民税情報)により確認することに

生年
月日

□昭和

☑平成

令和７年度高等学校等奨学給付金の支給を申請します。また、下記記載内容に相違ないことを誓約します。

記

フリガナ アイチ ツバサ

対象となる
生徒氏名 愛知

保護者等氏名
（２名以上の場合） 　愛知　太郎
下記生徒との関係

住所
申請者
に同じ

☑

その他を選択した場合、
生徒との続柄等を記載

所得確認の対象となる保護者等(注)は □上記１名のみです

下記生徒との関係

その他を選択した場合、
生徒との続柄等を記載

☑上記の者を含めて２名（以上）です
※こちらにチェックした場合は、下記にも保護者等を記入してください

　生徒本人

　　 □

☑区 □町
□村

　三の丸３丁目１番２号

　（住所が１行で収まらなければ２行目も使用）

電話番号

高等学校等奨学給付金支給申請書

次の４点を確認の上、□にレ点を付けてください。
　　☑　この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。
　　☑　この申請書に虚偽の記載があった場合は、愛知県の求めに従いその金額を即時返還します。
　　☑　私は愛知県以外の都道府県に高校生等奨学給付金の申請は行っておりません。
　　☑　この申請の対象となる高校生等は児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅費又は特別育成費
　　　　（母子生活支援施設の高校生等を除く））の支弁対象ではありません。

フリガナ

保護者等
（申請者）氏名 愛知

住所

愛知県 名古屋 ☑市

□郡 中

親権者

☑
未成年後見人

□
その他

□

親権者

☑
未成年後見人

□
その他

□
　生徒本人

　　 □

同意します □同意しません

（主たる生計維持

者を含む）

（左記の親権者等が

いない場合のみ）

（主たる生計維持

者を含む）
（左記の保護者等が

いない場合のみ）

※消えるボールペン（フリクション等）、修正テープ、修正液の使用不可！

修正する場合は「二重線」で訂正してください！（全ての様式共通です）

内容を確認して必ず全てチェックすること

親権者２名が保護者等の場合は、生徒と同居する親権者のどちらかを申請者としてください。
氏名は保護者自身が記入してください。外国籍の方は口座名義と同じ名前を記入してください。

該当するものにチェックしてください。

親権者２名が保護者等の場合、もう一方の保護者の氏名を記入して
ください。ひとり親世帯の場合は空欄のままにしておいてください。

該当するものにチェックしてください。

愛知県の認可校以外に在学している方は、各種所得証明書類（原本）を提出してください。

必ず当てはまる方をチェックすること（生活保護を受給中の方
は、社会福祉事務所等で生業扶助の受給を確認すること）。

生徒が在学する高等学校等で記入してもらってください。

下段の保護者等の住所が、申請者（上段の
保護者）の住所と異なる場合、この欄に
住所地を記載してください。
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様式１－１（その２）

愛知県知事殿 令和　７　年　７　月　１　日

セイ メイ

姓 名

〒 4 6 0 ‐ 8 5 0 1

0 9 0 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0

注：申請年度の7月1日時点において、生徒の親権者などで、就学支援金、学び直し支援金又は専攻科支援金を申請する際に所得確認の対象となる者を指します。

セイ メイ

姓 名

2 1 年 0 4 月 0 2 日

0 7 年 0 4 月 0 1 日 1 回

私の世帯は生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による生業扶助を

　　　　　　　　　☑受給していません

（申請者は記入しないこと）

※学校使用欄 ※県使用欄

審査結果

□非課税世帯相当（全・定）

□非課税世帯相当（通・専）

□所得割105,500円未満世帯相当（専）

□所得割264,500円未満多子世帯相当（専）

□対象外

その他を選択した場合、
生徒との続柄等を記載

所得確認の対象となる保護者等(注)は □上記１名のみです ☑上記の者を含めて２名（以上）です
※こちらにチェックした場合は、下記にも保護者等を記入してください

下記生徒との関係

親権者

☑
未成年後見人

□
その他

□
　生徒本人

　　 □

ハナコ

愛知 花子

高等学校等奨学給付金（家計急変）支給申請書

次の４点を確認の上、□にレ点を付けてください。
　　☑　この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。
　　☑　この申請書に虚偽の記載があった場合は、愛知県の求めに従いその金額を即時返還します。
　　☑　私は愛知県以外の都道府県に高校生等奨学給付金の申請は行っておりません。
　　☑　この申請の対象となる高校生等は児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅費又は特別育成費
　　　　（母子生活支援施設の高校生等を除く））の支弁対象ではありません。

フリガナ

保護者等
（申請者）氏名

アイチ

住所

愛知県 名古屋 ☑市

□郡 中 ☑区 □町
□村

　三の丸３丁目１番２号

　（住所が１行で収まらなければ２行目も使用）

電話番号

保護者等氏名
（２名以上の場合） 　愛知　太郎
下記生徒との関係

　生徒本人

　　 □
その他を選択した場合、
生徒との続柄等を記載

住所
申請者
に同じ

☑
高等学校等奨学給付金の受給資格審査のために、愛知県が申請年度の7月1日時点における保護者等の県民税情報及び市町村民税情報について、下記生徒が高等学校等就
学支援金の支給に関する法律（以下、「法」という）第4条又は法第17条に基づき都道府県又は市町村若しくは高等学校等(以下、「県等」という)へ提出した受給資格認定申請書又
は収入状況届出書及び所得に関する書類(当該生徒が学び直し支援金又は専攻科支援金を受給する場合は、受給資格確認のために提出した書類。また、書類の提出に代えて
県等が市町村民税情報の確認を行うことについて同意された方は、市町村から県等へ提供された市町村民税情報)により確認することに

親権者

☑
未成年後見人

□
その他

□

令和７年度高等学校等奨学給付金の支給を申請します。また、下記記載内容に相違ないことを誓約します。

記

フリガナ アイチ ツバサ

対象となる
生徒氏名 愛知 翼

在学校名 　○○高等学校

課程名
☑全日制　□定時制　□通信制　□専攻科
□その他

生年
月日

□昭和

☑平成

入学年月日・学年
□平成

☑令和
第

学年
（年次）

上記生徒について、過去に
奨学給付金を受給した回数 0

生活保護受給状況

記入上
の注意

１　申請日時点の状況で記入してください。ただし翌月１日までに状況に変更があった場合は申告すること。
２　該当する□にレ点をつけてください。
３　※欄は記入しないでください。

添付
資料

１　上記生徒の保護者等全員の当該年度の課税証明書
２　家計急変の発生事由を証明する書類
３　収入を証明する書類
４　扶養誓約書（家計急変申請用）（様式７－２）

　上記生徒が、申請日時点で、　　　　　　　　　立　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校

　　　　　　　　　課程に在学することを証明します。

　また、上記生徒は、申請日時点で就学支援金・学び直し支援金・専攻科支援金の受給資格を有しております。

　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校長　氏名

同意します □同意しません

（主たる生計維持

者を含む）

（左記の親権者等が

いない場合のみ）

（主たる生計維持

者を含む）

（左記の保護者等が

いない場合のみ）

（主たる生計維持

者を含む）

（左記の親権者等が

いない場合のみ）

（主たる生計維持

者を含む）

内容を確認して必ず全てチェックすること

親権者２名が保護者等の場合は、生徒と同居する親権者のどちらかを申請者としてください。
氏名は保護者自身が記入してください。外国籍の方は口座名義と同じ名前を記入してください。

該当するものにチェックしてください。

親権者２名が保護者等の場合、もう一方の保護者の氏名を記入して
ください。ひとり親世帯の場合は空欄のままにしておいてください。

該当するものにチェックしてください。

下段の保護者等の住所が、申請者（上段の保護者）の住所と異なる場合、

この欄に住所地を記載してください。

※消えるボールペン（フリクション等）、修正テープ、修正液の使用不可！

修正する場合は「二重線」で訂正してください！（全ての様式共通です）

愛知県の認可校以外に在学している方は、各種所得証明書類（原本）を提出してください。

生徒が在学する高等学校等で記入してもらってください。

必ずチェックすること（生業扶助を受給中である方は、
様式1-1（その1）を使って、通常の申請を行います。
よって、この様式を使った家計急変申請はできません。）
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様式１－２

愛知県知事殿 令和　７　年　７　月　１　日

9 9 0 0 2 1 8

申請者氏名

　○○高等学校

対象生徒氏名 　愛知　翼

在学校名

金融機関コード
銀行コード

9 9 9

振込先口座情報貼付箇所

振
込
先
口
座

申請者
に同じ

□

支店コード

フリガナ

口座名義人氏名

   218 □支店　　□出張所　□本店

□営業部　□担当　　　□課

□銀行　　　□信用金庫　□農協

□信用組合　□労働金庫

□連合会　　□漁業協同組合

記

　　　令和６年度高等学校等奨学給付金の口座振替を申請します。

金
融
機
関
名

銀行名 　ゆうちょ

支店名

普通預金種別 9 9 9

高等学校等奨学給付金口座振替申請書

口座番号 9

　愛知　花子

紙の通帳の場合 WEB通帳の場合

通帳を開いて１，２ページ

の箇所をコピーして貼付

赤枠内の情報がある箇所

を印刷して貼付

※画像はUFJ銀行の例

申請者以外（生徒、もう一方の保護者又は児童養護施設長等）

の口座に振り込む場合はチェックを入れずに口座名義人氏名を記入してください。
※申請者以外の場合は、別紙様式８「委任状」が必要となります。

申請者と同じ名義の口座を、読みやすい字で記入してください。

ゆうちょ銀行の場合は、支店名欄・口座番号欄には他金融機関からの受取口座の情報

を記入してください（通帳３ページ目の銀行使用欄をご確認ください。記入されていない
場合や、わからない場合はゆうちょ銀行窓口でご確認ください）。
・預金通帳に記載されているものと同じ内容を記載してください。

※消えるボールペン（フリクション等）、修正テープ、修正液の使用不可！

修正する場合は「二重線」で訂正してください！（全ての様式共通です）

保護者のうち、様式１ー１の上段に記載した方を記入してください。
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様式３－１

1 2 3 4 - 5 6 7 8 9 0 1 2

1 2 3 4 - 5 6 7 8 9 0 1 2

 保護者等② 　☑　保護者等①と同住所のため省略

　備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（以下の同意文を確認いただき、同意する場合は□にレ点をつけてください。）

保護者等全員（親権者２名の場合は２名とも）分の提出が必要です。　※生徒の個人番号は不要

学
校

生
徒

　　　　　　　　　 保護者等の
　　個人番号カード(裏面)又は通知カード(表面)
　　　　　　　　 コピー　貼付欄
　　個人番号と氏名が記載されている面を上にし
　　て枠内に貼り付けてください。
　　※個人番号が書かれていない面は不要です！
　　※原本を貼らないでください！
　　※通知カード等を紛失している場合は、個人
　　　番号が記載された住民票を同封してくださ
　　　い。

保
護
者
等
①

生年月日

(西暦)　　　　　　1974年１月１日

※保護者等の令和７年１月１日時点の住所が現住所と異なる場合は、

　以下の欄に令和７年１月１日時点の住所を記入願います。

 保護者等①

愛知県一宮市相生〇－〇

　　　　　　　　　 保護者等の
　　個人番号カード(裏面)又は通知カード(表面)
　　　　　　　　 コピー　貼付欄
　　個人番号と氏名が記載されている面を上にし
　　て枠内に貼り付けてください。
　　※個人番号が書かれていない面は不要です！
　　※原本を貼らないでください！
　　※通知カード等を紛失している場合は、個人
　　　番号が記載された住民票を同封してくださ
　　　い。

保
護
者
等
②

氏名
ふりがな　　　あいち　　　たろう

愛知　太郎

　愛知県県民文化局学事振興課私学振興室が愛知県高等学校等奨学給付金支給要綱に基づく
事務手続を処理するために限り令和７年度の地方税関係情報を取得することに同意します。
　なお、本書の複写は無効であり、本書の提出の際の事務処理に限って同意することを申し
添えます。

☑

-

愛知　花子

生年月日

(西暦)　　　　　　1975年１月１日

個人番号

氏名

　☑全日制　□定時制　□通信制　□専攻科　□その他

ふりがな　　　あいち　　　はなこ

-

個人番号

ふりがな 　あいち　つばさ

氏名 　愛知　翼

学年 　第１学年

個人番号カード（写）等貼付台紙

　高等学校等奨学給付金支給申請のため、保護者等の個人番号を　　2　人分提出します。
個人番号カード（個人番号の記載された面）のコピー又は通知カードのコピーを貼り付けた上で太枠

の箇所（個人番号提出人数、個人番号、氏名、生年月日）を手書きで記載してください。

名称 　○○高等学校

種類・課程・学科等

表面

個人番号カードの裏面のコピー等を貼り
付けること（原本を貼り付けないこと）

正確に転記すること

正確に転記すること

内容を確認して必ずチェックすること

愛知 花子

愛知 太郎
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様式３－２

　備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

本人確認書類貼付台紙

　個人番号カード（顔写真のある面）のコピー又は運転免許証のコピーを貼り付けてください。

 保護者等の
　　個人番号カード(表面)又は運転免許証

 コピー　貼付欄①

 保護者等の
　　個人番号カード(表面)又は運転免許証

 コピー　貼付欄②

裏面裏面

愛知 花子

個人番号カードの表面のコピー等を貼り
付けること（原本を貼り付けないこと）
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様式４

　　　　令和７年７月１日

　　　　　　　　　　　　　　○○福祉事務所長　　　　　

氏　　名 続柄 生年月日 保護開始日

備考

　　　　　　　　　　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による
　　　　　　　　　　生業扶助（高等学校等就学費）受給証明書

　次の世帯が、令和７年７月１日現在、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６
条の規定による「生業扶助（高等学校等就学費）」の受給中であることを証明する。

証明書の使用目的

　　高等学校等奨学給付金の受給手続きのため

年　　月　　日 年　　月　　日

世帯主氏名

　愛知　花子
世帯員氏名

住所

愛知県名古屋市中区三の丸３丁目１番２号

年　　月　　日 年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

　愛知　太郎 夫 1974年　１月　１日 2011年　４月　１日

　愛知　翼 長男 2009年　４月　２日 2011年　４月　１日
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様式５－１

セイ メイ

姓 名

１．家計急変の該当の有無（□欄は✔を記入）

２．家計急変事由

○

３．収入の状況（家計急変発生月・収入証明書類）

４．世帯構成

①公的支援の受給証明書等
（提出できない事情がある場合は事情書（様式5-4））
②公的支援が振り込まれたことが確認できる通帳の写し
③家計急変の発生した月とその前月の給与明細又は会計帳簿
（家計急変前後の収入の比較ができるもの）
※いずれも必要

保護者等（申請者）
について記載

④震災、火災、風水害等に被災

事由（①～④欄の該当する事由に〇を記入）

家計急変発生月

　　　　　３　人

家計状況申告書

収入証明書類の提出なし
※直近３カ月に収入のない場合のみ

会社作成の給与見込み（様式６－１）

税理士又は公認会計士の作成した収入証明書類
（様式６－２）

〇

花子

罹災証明書

扶養者数

家計急変発生月 令和 ６ 年 ５ 月
（上記がいずれもない場合）

申請の直近３カ月分の給与明細書又は会計帳簿

提出する証明書（いずれかの欄に〇を記入）

世帯構成

扶養誓約書（家計急変申請用）（様式７）

保護者等氏名

フリガナ

在学校名

⑤新型コロナウイルス感染症の影響による
収入が減少

対象生徒との関係

③負傷、疾病による休職・休業

親権者
☑

②破産・廃業（不法行為に起因する経
営悪化等によらない場合に限る）

☑　該当あり　　　　　　□　該当なし

未成年後見人
□

その他
□

　生徒本人
□

提出する証明書（いずれかの欄に〇を記入）

雇用保険受給資格者証

雇用保険被保険者離職票

廃業等届出

保護者等（申請者）本人（□欄は✔を記入）

〇〇高等学校

アイチ

愛知

ハナコ

①失職 (「非自発的失業」の場合に限
る。)〇

退職証明書及び事情書（様式５－３）
（公務員等で上記２点のいずれも取得できない事情が
ある場合に限る）

①医師による診断書
②休職・休業中であることを証明する書類
※いずれも必要

<家計急変事由が②の場合は下記をよく読み、該当する場合は左欄に○を記入>
自身が営む事業又は役員を務める会社等について、破産・廃業状態になりましたが、これは自身によ
る不法行為に起因する経営悪化等によるものではないことを宣誓します。

破産手続開始決定通知書等

提出する証明書

（主たる生計維持

者を含む）

（左記の親権者等が

いない場合のみ）

退職証明書等を提出する場合は、事情書（様式５－３）をセットで提出すること
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様式５－２

セイ メイ

姓 名

１．家計急変の該当の有無（□欄は✔を記入）

２．家計急変事由

３．収入の状況（家計急変発生月・収入証明書類）

４．世帯構成

①公的支援の受給証明書等
（提出できない事情がある場合は事情書（様式5-4））
②公的支援が振り込まれたことが確認できる通帳の写し
③家計急変の発生した月とその前月の給与明細又は会計帳簿
（家計急変前後の収入の比較ができるもの）
※いずれも必要

収入証明書類の提出なし
※直近３カ月に収入のない場合のみ

世帯構成 提出する証明書

（上記がいずれもない場合）

申請の直近３カ月分の給与明細書又は会計帳簿

①失職 (「非自発的失業」の場合に限
る。)

雇用保険受給資格者証

扶養者数 　　　　　　人 扶養誓約書（家計急変申請用）（様式７）

⑤新型コロナウイルス感染症の影響による
収入が減少

家計急変発生月 提出する証明書（いずれかの欄に〇を記入）

タロウ

対象生徒との関係

愛知

①医師による診断書
②休職・休業中であることを証明する書類
※いずれも必要

④震災、火災、風水害等に被災 罹災証明書

事由（①～④欄の該当する事由に〇を記入） 提出する証明書（いずれかの欄に〇を記入）

<家計急変事由が②の場合は下記をよく読み、該当する場合は左欄に○を記入>
自身が営む事業又は役員を務める会社等について、破産・廃業状態になりましたが、これは自身によ
る不法行為に起因する経営悪化等によるものではないことを宣誓します。

②破産・廃業（不法行為に起因する経
営悪化等によらない場合に限る）

廃業等届出

保護者等（申請者以外）本人（□欄は✔を記入）

在学校名 〇〇高等学校

アイチ

退職証明書及び事情書（様式５－３）
（公務員等で上記２点のいずれも取得できない事情が
ある場合に限る）

雇用保険被保険者離職票

③負傷、疾病による休職・休業

□　該当あり　　　　　　☑　該当なし

税理士又は公認会計士の作成した収入証明書類
（様式６－２）

破産手続開始決定通知書等

会社作成の給与見込み（様式６－１）

家計急変発生月 令和　 　年 　　月

フリガナ

保護者等氏名

親権者
☑

未成年後見人
□

その他
□

　生徒本人
□

家計状況申告書 保護者等（申請者以外）
について記載

太郎
（左記の親権者等が

いない場合のみ）

（主たる生計維持

者を含む）

該当なしの場合は「２．家計急変事由」以降は記載不要
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様式５－３

殿 【記入日】

（かな）　あいち つばさ

愛知 翼

21 年 4 月 2 日

（かな）　あいち はなこ

愛知 花子

☑ 雇用保険受給資格者証の発行ができません

□ 雇用保険の手続き中です

（詳細）

　受給資格決定日※1： 　　年　　　月　　　日

　雇用保険受給者初回説明会： 　　年　　　月　　　日

　また、下記のとおり宣誓します。

☑ 私が離職した理由は、自己の責めに帰すべき理由によるものではなく、また、

定年退職や期間満了による退職によるものでもありません。

☑ この事情書の記載内容は、事実に相違ありません。

※１　「受給資格決定日」とはハローワークで離職票の提出と求職の申込みを行った日です。

生徒の生年月日

離職した
保護者等の氏名

　　雇用保険受給資
　　格者証を提出で
　　きない事情

　　●いずれかにレ印
　　を付け、事情を詳
　　細に記入してくだ
　　さい。

昭和・平成

（詳細）

・前職が公務員であったため
・前職で雇用保険に加入していなかったため　等

※特殊な事情により雇用保険受給資格者証がハローワークより発行されない場合、そ
の事情を詳細に記入してください。未記入や、特殊事情がない場合（手続きをしていな
い等）は認められません。

雇用保険受給資格者証を提出できない場合の事情書

愛知県知事
令和７年　７月　１日

生徒が在学する
　学校の名称 ○○高等学校

生徒の氏名

内容を確認して必ず２か所ともチェックすること
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様式５－４

愛知県知事 殿 【記入日】

年 4 月 2 日

年 月 日

　以下の事項を必ず確認の上、全ての□にレ印及び必要事項を記入してください。

□この事情書の記載内容は、事実に相違ありません。
□公的支援が振り込まれたことが確認できる通帳の写しを添付します。

家計急変事由
発生日※

公的支援の証明書を提出できない場合の事情書

令和７年　７月　１日

生徒が在学する
　学校の名称

○○高等学校

生徒の氏名

（かな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あいち　つばさ

愛知　翼

事情記入欄
※公的支援の証明
書を提出できない事
情を記入してくださ

い。

給付等を受けた
公的支援の名称

（例）新型コロナウイルス感染症特別貸付

公的支援の証明書を提出できない事情については、以下のとおりです。

※　公的支援が振り込まれた日付（通帳の写しの日付との一致を確認してください。)

生徒の生年月日
（西暦）

2009

家計急変事由が生じ
た保護者等の氏名

（かな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あいち　はなこ

愛知　花子

提出できない事情について記入してください。
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様式６－１

１．給与支払（見込）額
※控除前の支給総額を記入してください。

２．家計急変発生月

上記のとおりであることを証明します。

給与支払（見込）証明書

代表者氏名　　〇〇　　〇〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

　　　作成日　　　　令和７年７月１日

（注）
本証明書は愛知県高等学校等奨学給付金を認定するために使用するものであり、認定事務以外の目的で使用することはありません。
証明書に記載の項目が全て確認できる場合は、事業者の既存様式でも構いません。

対象者氏名 愛知　花子

※ 令和７年１月 〜  令和７年６月分までは支払実績
※ 令和７年７月 〜  令和７年12月分までは支払見込

住所（所在地）　　愛知県名古屋市〇〇 　　　　　　　　　　　　　　　　

名称　　株式会社　〇〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

円 150,000円

担当者氏名　 　〇〇　　〇〇　　　　　　　

電話番号　　000-000-0000　　　　　　　　

150,000円 150,000円 300,000円

2,000,000円 300,000円 2,300,000円

円 150,000円

150,000円 円 150,000円

150,000円 円 150,000円

150,000円

150,000円 150,000円 300,000円

150,000円 円 150,000円

　200,000円

　200,000円 円 　200,000円

　200,000円 円 　200,000円

合計支給額

令和７年１２月

令和７年１１月

令和７年１０月

令和７年９月

　200,000円

150,000円

150,000円

150,000円

賞与等の額

令和７年６月

令和７年５月

令和７年４月

令和７年３月

令和７年２月 円

円

　　　令和７年５月

令和７年８月

令和７年７月

支 払 額支払（予定）年月

　200,000円円　200,000円令和７年１月

支 給 総 額

この証明書はお勤め先の会社

が作成する必要があります。
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様式６－２

１．事業所得（見込）額
※総収入金額から必要経費を控除した額を記入してください。
※見込額については、記載できる範囲で記載してください。

２．家計急変発生月

上記のとおりであることを証明します。

※ 令和７年７月 〜  令和７年12月分までは支払見込
※ 令和７年１月 〜  令和７年６月分までは支払実績

80,000円

70,000円

80,000円

1,580,000円

70,000円

70,000円

令和７年２月
令和７年３月

令和７年７月
令和７年８月

70,000円

280,000円

350,000円

70,000円

（注）
本証明書は愛知県高等学校等奨学給付金を認定するために使用するものであり、認定以外の目的で使用することはありません。
下線部分、証明欄等を漏れなくご記入ください。

　　　作成日　　　令和７年７月１日

住所（所在地）　　愛知県名古屋市〇〇 　　　　　　　　　　　　　　　　 電話番号　　000-000-0000　　　　　　　　

名称　　〇〇　会計事務所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

証明者氏名　　〇〇　〇〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

令和７年１月

事業所得（見込）証明書

対象者氏名 愛知　花子

令和７年１２月

令和７年９月
令和７年１０月

令和７年４月

300,000円

令和７年６月

令和７年５月

事業所名 〇〇商店

合計所得額

令和７年１１月
70,000円

令和７年５月

70,000円

年    月 所  得  額

この証明書は税理士又は公認会

計士が作成する必要があります。
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様式７

令和　７年　７月　１日

　愛知県知事　殿

扶養者住所： 名古屋市中区三の丸３丁目１番２号

扶養者氏名： 愛知　花子

　以下の事項を必ず確認の上、□にレ印及び必要事項を記入してください。

☑この誓約書の記載内容は、事実に相違ありません。

（注1）扶養者から見た被扶養者との続柄を記載してください。

③被扶養者生年月日 　　　　平成２１　年　４　月　２　日

（注2）被扶養者が４名以上いる場合は、様式７を新たにもう１枚作成してください。
　　　（２枚目であることが分かるようにすること）

（注3）世帯構成の人数を把握するために、扶養親族全員（控除対象配偶者と
　　　扶養する親族全員）について記載してください。

②被扶養者生年月日 　　　　平成２０　年　４　月　２　日

③被扶養者氏名 愛知　翼

③被扶養者との続柄（注1） 子

①被扶養者生年月日 　　　　平成１３　年　７　月　３　日

②被扶養者氏名 愛知　和子

②被扶養者との続柄（注1） 子

扶　養　誓　約　書（家計急変申請用）

　私と下記の者は、健康保険法等における扶養者と被扶養者の関係と同等の関係にあ
ることを誓約します。

①被扶養者氏名 愛知　秀明

①被扶養者との続柄（注1） 子

※様式１－１（その２）（高等学校等奨学給付金

（家計急変）支給申請書）を提出する場合

のみ作成

世帯構成の人数を把握するために、扶養親族全員（控除対象配偶者と扶養する
親族全員）について記載してください。
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様式８

　　　愛知県知事　殿

〒　432-1000

 愛知県名古屋市中区

 三の丸３丁目１番２号

 愛知　花子

　　　下記の事項について、下記の者に委任します。

　　委任事項

　　高等学校等奨学給付金の受給権

受任者

〒　同上

同上

愛知　翼

記

　　　　令和７年７月１日

委　　　　任　　　　状

氏　名

住　所

住　所

氏　名

申請書に記載した申請者と同
じ住所、氏名を記入してくださ
い。

受任者になれるのは、申請書に記載した申

請者欄下段の保護者等（児童養護施設長

等含む）または生徒のみです。

ただし、学校から指示があった場合は、学
校設置者（または学校長）を受任者とする
ことができます。
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様式９

令和　７年　７月　１日

　愛知県知事　殿

申請者住所： 名古屋市中区三の丸３丁目１番２号

申請者氏名： 愛知　花子

対象生徒に保護者がいる場合、一般的に申請者は保護者となります。

令和　　年　　月　　日

○○高等学校
学校長

対象生徒との関係 親権者

制服の再購入に係る証明書

　当校では生徒に制服の着用を義務付けており、今後の学校生活に支障が生じる
ことから、上記の生徒については、再度、制服の購入が必要であることを証明し
ます。

　学校
　担当課
　連絡先

制服の再購入に係る誓約書

　下記の者について、着用を義務付けられている制服が、令和○年○月○日に発
生した○○地震・○○災害により喪失（毀損）したことを誓約します。

対象生徒氏名 愛知　翼

在学する学校の名称 ○○高等学校

生徒が在学する高等学校等で記入してもらってください。
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様式１０

令和　７年　７月　１日

愛知県知事　殿

名古屋市中区三の丸３丁目１番２号

○生計維持者①の扶養親族 ○生計維持者②の扶養親族

生年月日
生計維持者①
との続柄 生年月日

生計維持者②
との続柄

1 平成17年7月3日 子 1

2 平成20年4月2日 子 2

3 平成21年4月2日 子 3

4 4

5 5

1

2

3

【以下、事務担当者記入欄】※申告者は記入しない

扶養親族申告書

生計維持者①住所

生年月日

　　　　　　氏名

生計維持者②住所

生年月日

　　　　　　氏名

　令和６年１２月３１日時点の、生計維持者①及び生計維持者②の地方税法第３１４条の２第１項第１１
号に規定する市町村民税上の控除対象扶養親族及び年齢が１６歳未満の扶養親族、並びに令和７年１月１
日以降に出生等により新たに扶養することになった子等について以下のとおり申告いたします。

氏名 氏名

愛知　秀明

愛知　和子

愛知　翼

【記入上の注意事項】
　令和６年１２月３１日時点の、生計維持者①と生計維持者②の市町村民税上の扶養親族（配偶者を除く）を全員記載してください。なお、生計維
持者の市町村民税上の扶養親族は以下の書類等で確認ができますのでこれらを参考に記入願います。
（確認ができる書類）
　・年末調整の令和６年分扶養控除等（異動）申告書の写し
　・令和６年分給与所得の源泉徴収票
　・令和６年分確定申告書の写し（扶養親族が記載されている部分）　　など

○令和７年１月１日以降に出生等により新たに扶養することになった子等（証明書類必須）

氏名 生年月日

証明書類（コピー可）

(ア)生計維持者の実子
出生証明書、母子手帳、戸籍抄本　等、子の出生日及び生計維
持者の氏名が記載されたもの

(イ)生計維持者に委託された里子
里親委託証明書等、委託開始日及び生計維持者の氏名が記載さ
れたもの

(ウ)生計維持者と特別養子縁組をした特別養子
特別養子縁組の確定証明書、戸籍抄本　等、縁組した日及び生
計維持者の氏名が記載されたもの

　扶養する子の数の合計　　　人

名古屋市中区三の丸３丁目１番２号

昭和50年1月1日

愛知　花子

昭和49年1月1日

愛知　太郎

【記入上の注意事項】
「出生等により新たに扶養することになった子等」とは、以下の(ア)～(ウ)のいずれかのケースに当てはまる人のことです。ケースに応じた証明書
類を提出してください。

ケース
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令和７年度 奨学給付金申請者一覧作成シートの 

コード関係注意事項 

○債権者コードについて 

  債権者コードは、以下により付番してください。 

 
令和７年度 債権者コード（半角数字９桁）の付け方 

   債権者コード：X X Y Y Y Y Z Z Z 
 
入学年（西暦）下２桁       申請者番号（入学年別に、申請者（生徒） 
（学年共通 22～25）              毎に 001 から始まる３桁の連 

番を付す） 
学校コード４桁（学校・課程別） 
 

※ 奨学給付金支給システム導入に伴い、債権者コードを一度付与した申請者（生徒）

については、翌年度以降も同一コードを用います。 

※ ２年生以上に転入した生徒の最初の２桁については、同学年の西暦下２桁としてく

ださい。 

  例：２０２５年４月に２年生に転入した生徒の最初の２桁・・・２４ 

※ 家計急変世帯における申請者一覧作成シートは、通常の非課税世帯等とは別ファイ

ルで作成することとする。ただし、債権者コードは家計急変世帯と非課税世帯等で同

一のコードは使用しないこと。 

※ 一覧の並び順は、債権者コード順（昇順）にすること。県に提出する書類について

も同様とすること。また、書類はＡ４サイズで統一してください。 

 
○金融機関コードについて 

  金融機関コードは、金融機関ごとの４桁の番号と支店ごとの３桁の番号があり、本シ

ステムでは両方の入力が必須です。例年、誤った番号や番号の記載のない申請書が散見

されるため、必ず確認をお願いします。 
各金融機関及び支店の番号は、通帳の表紙や見開きページに記載されている場合もあ

りますが、記載のない場合は下記のＨＰ等を参考にして正確に記入してください。 
  金融機関コード・銀行コード検索：https://zengin.ajtw.net/ 
 

○学校コードについて 

  学校コードは、申請者一覧作成シートの「県内学校一覧」シートを参照してください。 

就学支援金事務で用いる学校コードと異なる場合がありますので、ご注意ください。 

 

○銀行コード、支店コード、口座番号の０埋めについて 

銀行コード４桁、支店コード３桁、口座番号７桁にそれぞれ満たない場合は、０埋め

してください（セルの設定で０埋めするのではなく、必ず手入力で行ってください）。 

 （例）口座番号が１１１の場合→００００１１１（７桁） 
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